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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第15期及び第16期において、それぞれ普通株式１株を２株にする株式分割を実施しております。なお、1株

当たり当期純利益は株式分割がそれぞれの期首に行われたものとして算出しております。 

３．第18期において、普通株式１株を４株にする株式分割を実施しております。なお、1株当たり当期純利益は

株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

４．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきまして、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

５．第18期は当期純損失のため、株価収益率については記載しておりません。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 15,356,791 29,003,100 50,636,245 80,465,680 148,373,104 

経常利益 （千円） 1,624,815 2,376,737 3,802,030 4,566,969 6,370,837 

当期純損益（△は損失） （千円） 769,670 866,821 1,829,890 △12,230,709 3,077,051 

純資産額 （千円） 3,186,837 3,781,532 11,270,266 8,993,549 12,471,093 

総資産額 （千円） 7,798,298 18,186,738 29,793,320 101,274,634 101,796,626 

１株当たり純資産額 （円） 292,692.65 172,988.66 435,717.40 73,515.75 100,870.25 

１株当たり当期純損益

（△は損失） 
（円） 71,523.14 39,739.37 81,513.36 △109,614.57 25,083.84 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） 70,952.29 39,571.28 81,277.58 － 24,510.81 

自己資本比率 （％） 40.9 20.8 37.8 8.9 12.3 

自己資本利益率 （％） 28.3 24.9 24.3 △120.7 28.7 

株価収益率 （倍） 16.4 17.1 16.6 － 22.2 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 1,783,019 2,390,825 3,493,159 11,246,114 △6,088,574 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △3,011,971 △5,971,618 △3,002,764 △23,407,647 4,267,276 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 5,041 5,684,523 4,824,825 23,972,792 1,966,403 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 1,170,582 3,273,934 8,540,134 20,356,935 20,639,463 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

251 

［ 486］

469 

［ 1,609］

619 

［ 1,914］

1,666 

［ 3,151］

1,898 

［ 4,465］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第15期及び第16期において、それぞれ普通株式１株を２株にする株式分割を実施しております。なお、1株

当たり当期純利益は株式分割がそれぞれの期首に行われたものとして算出しております。 

３．第18期において、普通株式１株を４株にする株式分割を実施しております。なお、1株当たり当期純利益は

株式分割がそれぞれの期首に行われたものとして算出しております。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 15,353,928 22,735,395 40,888,767 31,977,860 10,856,779 

経常利益 （千円） 1,670,969 2,609,991 3,673,838 2,000,906 387,642 

当期純利益 （千円） 816,378 1,138,333 1,753,404 101,573 568,424 

資本金 （千円） 664,775 667,400 3,561,387 8,759,926 8,970,521 

発行済株式総数 （株） 10,888 21,860 25,866 122,729 124,029 

純資産額 （千円） 3,230,035 4,094,574 11,534,435 21,604,481 22,326,650 

総資産額 （千円） 7,787,975 17,092,148 27,957,330 46,690,702 61,435,559 

１株当たり純資産額 （円） 296,660.10 187,308.97 445,930.40 176,600.98 180,585.19 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
5,000 

(2,500) 

5,000 

(2,500) 

7,500 

(2,500) 

2,500 

(1,250) 

2,500 

(1,250) 

１株当たり当期純利益 （円） 75,863.58 52,186.82 78,106.25 910.33 4,633.75 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） 75,258.08 51,966.08 77,880.32 888.02 4,527.89 

自己資本比率 （％） 41.5 24.0 41.3 46.3 36.4 

自己資本利益率 （％） 29.8 31.1 22.4 0.6 2.6 

株価収益率 （倍） 15.4 13.0 6.3 472.4 120.4 

配当性向 （％） 6.6 9.6 9.6 278.4 54.0 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

248 

 ［ 475］

352 

 ［ 1,021］

465 

 ［ 1,279］

686 

 ［ 2,033］

51 

［ 6］



２【沿革】 

年月 事業内容 

昭和62年６月 国土信販株式会社を東京都渋谷区道玄坂に設立。不動産賃貸管理事業を開始する。 

昭和63年３月 商号を株式会社レインズに変更する。 

平成５年６月 内装工事業を開始する。 

平成６年６月 東京都世田谷区桜新町に支店を開設する。 

平成６年７月 東京都目黒区柿の木坂に本社を移転する。 

平成７年４月 商号を株式会社レインズホームに変更するとともに、東京都渋谷区道玄坂に本社を移転する。 

平成８年１月 外食事業を開始する。（東京都世田谷区三軒茶屋に直営店１号店となる「焼肉市場 七輪」を開設

する。） 

平成９年10月 「焼肉市場 七輪」を「炭火焼肉酒家 牛角三軒茶屋店」に名称変更する。 

平成９年11月 東京都渋谷区宇田川町にＦＣ１号店となる「焼肉問屋 牛角渋谷店」を開設する。 

平成９年12月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「炭火焼肉酒家 牛角」における加盟店募集活動に関

する業務委託契約を締結する。 

平成10年４月 商号を株式会社レインズインターナショナルに変更するとともに、東京都渋谷区円山町に本社を移

転する。 

平成10年７月 株式会社日本エル・シー・エーとの間においてフランチャイズシステム構築に関するコンサルティ

ング業務委託契約を締結する。 

平成10年９月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「炭火焼肉酒家 牛角」チェーン地区本部展開に関す

る業務委託契約を締結する。 

平成10年10月 不動産賃貸管理事業を日本建託株式会社へ営業譲渡し、同社を子会社化する。 

平成10年12月 日本建託株式会社全株式を売却する。 

平成12年３月 東京都世田谷区経堂に直営店のしゃぶしゃぶ業態店「しゃぶしゃぶ 温野菜経堂店」を開設する。 

平成12年５月 東京都渋谷区桜丘町に本社を移転する。 

平成12年５月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「しゃぶしゃぶ温野菜」における加盟店募集活動に関

する業務委託契約を締結する。 

平成12年５月 株式会社日本エル・シー・エーとの間においてベンチマーキング・プログラムコンサルティング業

務委託契約を締結する。 

平成12年７月 米国に、Venture Link USA, Inc.(現 Venture Link International, Inc.)と対等出資による合弁

会社「VR Partners, Inc.」を設立する。 

平成12年７月 東京都練馬区石神井町に直営店の釜飯・焼き鳥業態店「鳥でん 石神井公園店」を開設する。 

平成12年10月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「釜飯と焼き鳥 鳥でん」チェーン地区本部展開に関

する業務委託契約を締結する。 

平成12年12月 株式を店頭売買銘柄として日本証券業協会に登録する。 

平成13年８月 米国に、子会社「REINS INTERNATIONAL (USA) CO., LTD.」を設立する。 

平成13年10月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「釜飯と串焼 鳥でん」における加盟店募集活動に関

する業務委託契約を締結する。 

平成13年10月 東京都新宿区歌舞伎町に直営店の居酒屋業態店「土間土間 新宿歌舞伎町店」を開設する。 

平成13年11月 子会社「株式会社アートフードインターナショナル」を設立する。 

平成14年２月 レッドロブスタージャパン株式会社を、イオン株式会社の保有する全株式を取得し子会社化する。 

平成14年５月 株式会社ベンチャー・リンクとの間において「居酒家 土間土間」における加盟店募集活動に関す

る業務委託契約を締結する。 

平成14年７月 中華民国に、「東京牛角股份有限公司」を設立する。 

平成15年４月 子会社「株式会社レインズフードレーベル」を設立する。 

平成15年４月 ＦＣ店舗向けに食材等を提供する物流事業を開始する。 

平成15年10月  Venture Link International, Inc.の保有する VR Partners, Inc.株式を取得し、同社を子会社

化する。 

平成16年３月 東京都港区六本木に本社を移転する。 

平成16年４月 会社分割により「株式会社コスト・イズ」を設立する。 

平成16年８月 株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンの株式を取得し、同社を子会社化する。 

平成16年９月 「REINS INTERNATIONAL (SINGAPORE) PTE. LTD.」に出資することにより、同社を子会社化する。 

 



年月 事業内容 

平成16年10月 株式会社成城石井の株式を取得し、同社を子会社化する。 

平成16年12月 日本証券業協会の制度改革に伴い、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。 

平成17年１月 子会社「VR Partners, Inc.」は商号を変更し、「REINS INTERNATIONAL CALIFORNIA, INC.」とす

る。 

平成17年４月 子会社「株式会社レイフィールズ」は商号を「株式会社テンポリノベーション」に変更し、その事

業目的を店舗施工事業等とする。 

平成17年５月 持株会社となり、商号を「株式会社レックス・ホールディングス」に変更し、本社を東京都港区六

本木六丁目から東京都港区六本木一丁目に移転する。 

子会社「株式会社アートフードインターナショナル」は商号を「株式会社レインズインターナショ

ナル」に変更するとともに、当社子会社「レッドロブスタージャパン株式会社」を吸収合併し、さ

らに当社から会社分割により外食部門に関する営業を承継する。また、同社は、海外子会社

「REINS INTERNATIONAL CALIFORNIA, INC.」、「REINS INTERNATIONAL (USA) CO., LTD.」、「東

京牛角股份有限公司」、「REINS INTERNATIONAL (SINGAPORE) PTE. LTD.」について当社が保有す

る株式を譲受け、上記海外子会社各社は同社の子会社となる。 

子会社「株式会社レインズフードレーベル」は商号を変更し、「株式会社フードレーベル」とす

る。 

  



３【事業の内容】 

 当グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社14社及び関連会社3社により構成されており、飲食

店・レストランの経営、フランチャイズチェーン加盟店の募集および加盟店の経営指導、店舗の内外装工事に関する

企画、設計、監理および請負、商品の企画販売、食材等の供給、コンビニエンスストア事業、スーパーマーケット事

業などの事業活動を展開しております。 

 なお、下記の７部門は「第５ 経理の状況 １.（1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報

の区分と同一であります。 

１．外食事業 

（１）直営事業 

 外食フランチャイズ展開をしている、「炭火焼肉酒家 牛角」、「しゃぶしゃぶ 温野菜」、「釜飯と串焼 

鳥でん」および「居酒家 土間土間」の直営店舗の運営のほか、新たなＦＣ事業の開発のための実験店舗を開設

いたしております。 

（主な関係会社） 

株式会社レインズインターナショナル 

REINS INTERNATIONAL(USA)CO.,LTD. 

東京牛角股份有限公司 

REINS INTERNATIONAL (CALIFORNIA),INC. 

REINS INTERNATIONAL(SINGAPORE)PTE.LTD.  

（２）フランチャイズ事業 

 「炭火焼肉酒家 牛角」、「しゃぶしゃぶ 温野菜」、「釜飯と串焼 鳥でん」および「居酒家 土間土間」

の外食フランチャイズ展開による、加盟店の出店エリア選定業務、経営指導等の管理業務を行っております。 

（主な関係会社） 

株式会社レインズインターナショナル 

（３）ＦＣ店舗工事関係事業 

 主に首都圏における、「炭火焼肉酒家 牛角」、「しゃぶしゃぶ 温野菜」、「釜飯と串焼 鳥でん」および

「居酒家 土間土間」の外食フランチャイズ加盟店の店舗内装工事、ＰＯＳシステム販売事業及び中古店舗のリ

サイクル事業等を行っております。 

株式会社テンポリノベーション 

（４）ＦＣ店舗物流関係事業 

 外食ＦＣ店舗向けに食材等の提供を行っております。 

（主な関係会社） 

株式会社コスト・イズ 

２．コンビニエンスストア事業 

 コンビニエンスストア「ａｍ/ｐｍ」直営店舗の運営およびフランチャイズチェーン加盟店の募集、加盟店の

経営指導を行っております。 

（主な関係会社） 

株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン 

３．スーパーマーケット事業 

 スーパーマーケット「成城石井」直営店舗の運営およびフランチャイズチェーン加盟店の募集、経営指導、食

材等の提供を行っております。 

（主な関係会社） 

株式会社成城石井 

４．その他 

 主にキムチ・焼肉のたれ等の商品販売を行っております。 

（主な関係会社） 

株式会社フードレーベル 



 当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。 



 当グループの品目別売上高構成比率（連結）は次のとおりであります。 

 （注）１．直営店売上高とは、当グループ直営店における飲食売上高であります。 

２．フランチャイズ収入とは、外食フランチャイジーより加盟契約時に受取る加盟金及び、ロイヤリティ（ＦＣ

店舗の売上高の５％等）、ＰＢ商品売上等であります。 

３．ＦＣ店舗工事関係収入とは、外食ＦＣ店舗の内装工事に関する売上、ＰＯＳシステム売上、及び中古店舗の

リサイクル事業等であります。 

４．ＦＣ店舗物流関係収入とは、外食ＦＣ向けに食材等を提供することによる売上等であります。 

５．コンビニエンスストア事業収入とは、コンビニエンスストア直営店舗における売上及び、フランチャイジー

より受取る加盟金、ロイヤリティ売上等であります。 

６．スーパーマーケット事業収入とは、スーパーマーケット直営店舗における売上及びフランチャイジーより受

け取る加盟金、ロイヤリティー、ＦＣ店舗への食材等の提供に関する売上等であります。 

７．その他の営業収入とは、商品売上及び販売手数料収入等であります。 

区分 
第18期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第19期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

直営店売上高（％） 35.9 21.9 

フランチャイズ収入（％） 5.3 3.9 

ＦＣ店舗工事関係収入（％） 4.0 2.3 

ＦＣ店舗物流関係収入（％） 20.4 16.2 

コンビニエンスストア事業収入（％） 12.6 28.3 

スーパーマーケット事業収入（％） 15.6 24.2 

その他の営業収入（％） 6.2 3.3 

合計（％） 100.0 100.0 



４【関係会社の状況】 

（注）１．売上高が連結売上高（連結会社相互間の内部売上を除く）の10％を超える連結子会社は次のとおりでありま

す。 

主要な損益情報等 

２．特定子会社に該当しております。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

役員の兼任等 

資金援助 
（千円） 

営業上の
取引 

その他 当社役
員
（名） 

当社従
業員
（名） 

（子会社）          

㈱レインズインタ

ーナショナル

（注）１、２ 

東京都 

港区 

500,000 

千円 
飲食店の経営 100.0 1 － 9,000,000 － 

事務委託契約

事務所賃貸 

㈱テンポリノベー

ション 

東京都 

港区 

310,000 

千円 
建設事業 100.0 － － 300,000 － 

事務委託契約

事務所賃貸 

㈱コスト・イズ  

 （注）１、２ 

東京都  

港区  

50,000 

千円 

飲食店舗への食

材等の供給  
100.0 1 － 1,900,000 － 

事務委託契約

事務所賃貸  

㈱フードレーベル 
東京都 

港区 

55,000 

千円 

商品の企画、販

売 
69.4 － － － － 

事務委託契約

事務所賃貸 

㈱エーエム・ピー

エム・ジャパン 

 （注）１、２ 

東京都  

港区  

9,550,000 

千円 

コンビニエンス

ストア事業  
62.6 1 － 8,000,000 － 事務所賃貸 

㈱成城石井  

 （注）１、２ 

東京都  

港区  

340,651 

 千円 

スーパーマーケ

ット事業  
70.1 1 2 － － 事務所賃貸 

REINS  

INTERNATIONAL 

(USA)CO.,LTD. 

 （注）３ 

Honolulu 

Hawaii 

USA 

7,000 

千米ドル 
飲食店の経営 

100.0 

(100.0)
2 － － － － 

東京牛角股份有限

公司 

 （注）３ 

中華民国 

台北市 

30,000 

千台湾ドル 
飲食店の経営 

100.0 

(100.0)
1 1 － － － 

REINS 

INTERNATIONAL 

CALIFORNIA,Inc. 

 （注）３ 

LosAngeles 

California 

USA 

3,000 

千米ドル 

飲食店の経営 

外食フランチャ

イズ本部 

100.0 

(100.0)
2 － － － － 

REINS 

INTERNATIONAL 

(SINGAPORE) 

PTE.LTD. 

 （注）３ 

Bencoolen 

Street  

Singapore 

1,000 

千シンガポール

ドル 

飲食店の経営  
80.0 

(80.0)
2 2 － － － 

その他子会社 

6社 

  

  

  

  
        － －   

その他関連会社 

3社 

  

  

  

  
        － －   

  
売上高 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

純資産額 

（百万円） 

総資産額 

（百万円） 

㈱レインズインターナショナル 27,706 2,285 1,333 3,130 18,607 

㈱コスト・イズ  34,391 1,098 742 982 9,282 

㈱エーエム・ピーエム・ジャパン  43,056 1,702 1,056 7,689 40,947 

㈱成城石井  35,493 1,140 928 10,620 16,277 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（平均人員を１人１日８時間で換算し算出）を

（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が当連結会計年度末までの１年間において232人増加しておりますが、その主な要因は業務拡大に

伴う中途採用のためであります。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員（平均人員を１人１日８時間で換算し算出）を

（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が当事業年度末までの１年間において635人減少しておりますが、その主な要因は持株会社化によ

り一部従業員が事業会社へと転籍したためであります。 

(3）労働組合の状況 

 一部の事業所には労働組合が組織されておりますが、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

直営事業部門 613 (3,515) 

フランチャイズ事業部門 99 (    2) 

ＦＣ店舗工事関係事業部門 39 (    1) 

ＦＣ店舗物流関係事業部門 45    (   －) 

コンビニエンスストア事業 499 (  195) 

スーパーマーケット事業 479 (  741) 

その他 124 (   11) 

合計 1,898 （4,465) 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

51 （ 6） 32.5 2.1 4,410,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

①事業全般の概況  

 当連結会計年度の日本経済は、好調な企業業績を裏打ちするように、雇用環境は買い手市場から売り手市場へと顕

著な転換が見られ、また、株式マーケットに目を向けますと、裾野の広がった個人投資家の投資意欲の強さを反映

し、年末に向け活況マーケットを呈する等、原油などの素材・原材料の高騰は見られましたが、景気は継続して回復

傾向にありました。 

 外食・中食・内食各業界におきましては、前年の猛暑の反動や天候不順による影響に加え、心待ちにしていた米国

産牛肉の輸入再開のつまづき、各マーケットにおける競合の激化など、各企業を取り巻く環境は、日本経済全体の大

きな流れにもかかわらず、依然厳しい経営環境で推移しました。 

 このような状況のもと、当グループは、当連結会計年度のテーマとして「keep on INNOVATION 2005」を掲げ、

「改善」ではなく「改革」の域で現業に大変化をもたらすべく、業務に取り組んでまいりました。 

 その結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高148,373百万円（前期比84.4％増）、経常利益6,370百万

円（前期比39.5％増）、当期純利益3,077百万円となりました。 

②事業別の概況 

（注）１．直営事業には、外食直営店関連の売上のみ計上されております。 

２．フランチャイズ事業には、外食フランチャイズ関連の売上のみ計上されております。 

３．前連結会計年度におけるコンビニエンスストア事業は、平成16年10月１日から平成16年12月31日までの３ヶ

月間の損益が連結対象となっております。 

４．前連結会計年度におけるスーパーマーケット事業は、平成16年９月１日から平成16年12月31日までの４ヶ月

間の損益が連結対象となっております。 

５．その他につきましては、牛角キムチ、焼肉のたれ等の販売による収入などが含まれております。 

  前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円） 伸長率（％） 

売上高 80,465 148,373 84.4 

営業利益 4,698 6,580 40.1 

経常利益 4,566 6,370 39.5 

当期純損益 △12,230 3,077 － 

部門 
前連結会計年度 当連結会計年度 

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％）

 直営事業 28,909 35.9 32,446 21.9 

フランチャイズ事業 4,265 5.3 5,801 3.9 

ＦＣ店舗工事関係事業 3,183 4.0 3,432 2.3 

ＦＣ店舗物流関係事業 21,479 26.7 34,391 23.2 

コンビニエンスストア事業 10,161 12.6 41,986 28.3 

スーパーマーケット事業 12,514 15.6 35,935 24.2 

その他 5,114 6.3 5,488 3.7 

消去または全社 (5,162) (6.4) (11,109) (7.5) 

合計 80,465 100.0 148,373 100.0 



＜直営事業・フランチャイズ事業＞ 

 外食事業は、直営店・FC店ともにチェーン全店における感動接客（「全店感動」）を目指し、必ず再来店してい

ただくためにお客様に心から感動をしていただくことを店舗運営の最大のテーマとして取り組んでまいりました。

中でも売上連動型店舗改善システム（従来のシステムの改良版）を全店に導入することで、各店舗の運営能力が大

幅に向上し、またマーケットに適したメニューの投入、食材の改善等を通して、厳しい経営環境下においてもほぼ

全ての業態において昨年対比でプラス推移することが出来ました。 

 業態別の主な動向としては「炭火焼肉酒家 牛角」業態においては、長引く米国産牛の禁輸の影響を受け、原価

高騰や品質の低下などを招き、依然として厳しい展開を余儀なくされました。他の焼肉大手チェーンが昨年対比で

大きく100％を割り込む中、当業態は99％台に留まったものの、計画に対しては未達成となりました。期末店舗数

は直営店73店、FC店342店、エリアFC店406店となり、全国の総店舗数は821店舗となりました。 

 「しゃぶしゃぶ 温野菜」業態は、主力ターゲットとする若年層にしゃぶしゃぶという業態認知が進んだこと、

また、国産をメインとした良質な食材での「食べ放題コース」等の新たな顧客層を取り込んだことなどにより、大

幅に昨年実績を上回ることができました。期末店舗数は直営店42店、FC店50店、エリアFC店12店となり、全国の総

店舗数は104店舗となりました。 

 「釜飯と串焼 鳥でん」業態は、繁華街の店舗を中心に「かまどか」へ業態変更を進めたことで、大幅な改善が

見られました。「とりでん」と「かまどか」を合わせた期末店舗数は直営店52店舗、FC店38店舗、エリア126店舗

となり、全国の総店舗数は216店舗となりました。  

 「居酒家 土間土間」業態に関しましては、サブターゲットである30代の顧客層が好むメニュー構成を復活させ

たことにより、一昨年一時的に落ち込んだ宴会需要を再度向上させることに成功し、既存店が順調に推移しまし

た。期末店舗数は直営店51店、FC店111店となり、全国の総店舗数は162店舗となりました。 

 継続的な企業の成長と発展を支える重要な経営戦略となる新業態開発においても、主力4業態に加え「鉄板居酒

屋てっぱちや」「牛角食堂」「カレキチ」「焼魚食堂魚角」においてFC募集（ライセンシー募集）を開始いたしま

した。これらの新業態に加え、実験中の業態も含めますと期末店舗数は直営店82店舗、FC店27店となりました。外

食の多業態化戦略を推進する上で極めて重要な新業態開発につきましては直営店舗にてまず、集客力、立地特性、

オペレーションの検証・修正を行う実験店舗を位置付けておりますが、それぞれの実験業態で出退店を進めました

結果、当期末の新業態直営店舗数は20店舗となりました。実験業態も含めました直営事業の売上は32,446百万円

（前期比12.2％増）となりました。  

 「全店感動」を加速させることを目的として、これまでベンチャー・リンク社に委託していました業務に大幅な

見直しをかけ、加盟開発業務につきましては一昨年末で、スーパーバイジング（SV)業務につきましては当期末ま

でに内製化致しました。加盟金売上はこれらの効果も寄与し2,007百万円（前期比107.5％増）と順調に相移した結

果、フランチャイズ事業における売上高は5,801百万円(前期比36.0％増）となり、外食日本一へ向け本格的な基盤

整備が進んでおります。  

＜FC店舗工事関係事業＞ 

 当連結会計年度におきまして、中古店舗のリサイクル事業への進出を図る目的で、株式会社テンポリノベーショ

ンを100%子会社として発足し、ＦＣ店舗工事関連事業は同社へ移行いたしました。事業初年度である中古店舗のリ

サイクル事業においては、その事業性及び市場性を図る意味で、当期では独自のフォームを開発し検証を進めまし

た。実績はまだ少ないものの、新スキームを活用した出店においては大幅な出店コスト抑制に成功し、従来の投資

回収モデルを大きく上回る成果を導きました。なお、当連結会計年度の外食FC店舗の出店は大幅な低下を見せた昨

年度を底として回復傾向にあり、その結果、当部門の売上高は3,432百万円（前期比7.8%増）となりましたが、事

業性を勘案しますとその内容は前期比着実に改善いたしております。  

 ＜FC店舗物流関係事業＞ 

 前々期に会社分割で設立した株式会社コスト・イズによる当部門の売上は、チェーン店舗数の拡大、エリア本部

下の物流一元化の進行などにより順調な推移を見せております。特に、会社設立時の主旨でもある、当社チェーン

以外の中小チェーンへの卸及び物流事業が進捗し、スタートいたしました外食FC店向け食材物流事業におきまして

は、当社FC店に留まらず他の外食チェーン・店舗に営業範囲を広げ、スケールメリットをより生かすことが可能と

なり、順調に業容を拡大しております。  

 この結果、当部門の売上高は34,391百万円（前期比60.1%増）となりました。  



＜コンビニエンスストア事業＞ 

 当連結会計年度におけるＣＶＳ業界は、業界平均昨対比が97％程度と、大変厳しい状態が続いております。特

に、100円ショップ、深夜営業のスーパーマーケットの台頭などで業種・業態を超えた競争が激化しております。 

 当連結会計年度における当グループの店舗開発関連については、まず、収益レベル向上のため、57店舗を閉店い

たしました。出店は49店舗行い、またａｍ/ｐｍからの新業態“フードスタイル”への業態変更を29店舗行いまし

た。この結果、期末店舗数は、ａｍ/ｐｍ1,329店舗、フードスタイル31店舗、その他3店舗となり、前期末と比較

し、トータル8店舗減少いたしましたが、収益性が向上したことと、ａｍ/ｐｍに次ぐ第二の業態であるフードスタ

イルの拡大基盤が構築されました。  

 商品におきましては、当社のコアマーケットとなっているオフィスワーカーを中心とした層の食事ニーズに対応

するため、弁当、おにぎり、サンドイッチ、デリカテッセン等、ファーストフードメニューの開発を積極的に進め

ました。  

 特に、グループブランドおよび他のブランドとのタイアップ商品を積極的に投入し、また、オープンケースの追

加設置による売場拡大を図ったことによりこれらのカテゴリーが売上拡大いたしました。  

 店舗運営面におきましては、感動店舗作りを目指し、オーナーフォーラム、オーナー勉強会、スタッフフォーラ

ム等、店舗オーナー・スタッフのモチベーションアップ、情報共有を図る施策を実施いたしました。 

 販売促進に関しましては、ＴＶＣＭを実施し、マスメディアでの告知を強化するとともに、新商品と連動したキ

ャンペーンを積極的に実施し、客数アップを図りました。 

 また、“あんしんセンター”への入電、電子メール、ＷＥＢマーケティングを用いてお客様の声を積極的に聴

き、それを店舗運営、商品開発等の改善に積極的に活かしております。 

 以上の諸施策によりチェーン総売上高は172,040百万円、当事業売上高は、41,986百万円となりました（前期実

績は決算期変更により平成16年 10月～12月迄の3ヶ月となっているため前期との比較はなし）。 

 12月に、女性向けＣＶＳ「ハピリィ」、ＤＶＤレンタル・書籍販売・複合店「エーピー・エンタ」、弁当複合店

「あかね弁当＋ａｍ/ｐｍ」など、新業態を続々とオープンし来期のＦＣ展開に向け鋭意検討中であります。  

＜スーパーマーケット事業＞ 

 一昨年10月に連結子会社化いたしました、スーパーマーケット事業を担います株式会社成城石井におきまして

は、「世界の食品を世界の街角の値段で」を基本コンセプトとして、期末店舗数直営 24店舗、ＦＣ 9店舗の合

わせて33店舗を効果的に経営することに努力してまいりました。  

 百貨店、スーパーマーケット等の小売業界を取り巻く環境は、依然として厳しい個人消費の状況が続いているこ

とに加え、業種・業態を越えた企業間競争が激化している状況にあります。 

 当期におきましては、12月に新業態のコンビニタイプの高品質ミニスーパー１号店として「成城マーケット代官

山店」を出店し、20～30代の独身または共稼ぎ世帯の顧客層獲得を目指し、高品質ミニスーパー事業を進めてまい

りました。 

 ここで獲得した顧客は、更に成城石井既存店舗の見込み顧客へとつなげていくことを目指しております。 

更に、内食、外食に次ぐ第三の市場である中食市場を成長市場ととらえ、メニューの開発、生産体制の構築も目下

の経営課題であり、精力的に問題解決に取り組んでまいりました。 

 この結果、当部門の売上高は35,935百万円（前期実績は決算期変更により平成16年9月～12月迄の4ヶ月となって

いるため前期との比較はなし）となりました。  

 ＜その他＞ 

 その他の営業収入におきましては、前々期に設立いたしました食料品販売子会社の株式会社フードレーベルを通

じました牛角キムチ・焼肉のたれ等の販売が堅調に推移していることを主因として、当部門の売上高は5,488百万

円（前期比7.3%増）となりました。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 



(2）キャッシュ・フロー 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は6,088百万円（前年同期は得られた資金11,246百万円）となりました。 

 これは、期末日現在において、買掛金の支払を月跨ぎより期内支払いに変更したことによります。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは4,267百万円（前年同期は△23,407百万円）となりました。 

 これは前年同期におきましては子会社取得資金を要しましたことに加え、当連結会計年度におきましては固定資

産の流動化を実施したことによります反動増であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は1,966百万円（前年同期は得られた資金23,972百万円）となりました。 

 これは前年同期におきましては子会社取得のための調達を実施したことによります反動減であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

     当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。（千円） 

 （注）１．直営事業とは、当社外食直営店舗における飲食事業であります。 

２．フランチャイズ事業とは、外食フランチャイジーより加盟契約時に受け取る加盟金及びロイヤリティー（Ｆ

Ｃ店舗の売上高の５％）、ＰＢ商品販売事業等であります。 

３．ＦＣ店舗工事関係事業とは、外食ＦＣ店舗の内装工事・ＰＯＳシステム販売事業及び中古店舗のリサイクル

事業であります。 

４．ＦＣ店舗物流関係事業とは、外食ＦＣ店舗への食材等販売事業であります。 

５．コンビニエンスストア事業とは、コンビニエンスストア直営店舗における小売事業及びフランチャイジーよ

り受け取る加盟金、ロイヤリティー等に関する事業であります。 

６．スーパーマーケット事業とは、スーパーマーケット直営店舗における小売事業及びフランチャイジーより受

け取る加盟金、ロイヤリティー、ＦＣ店舗への食材等の提供に関する事業であります。 

７．その他とは、商品売上、販売手数料、新規事業等であります。 

８．前連結会計年度より、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン及び株式会社成城石井を子会社化したため、

コンビニエンスストア事業及びスーパーマーケット事業の重要性を考慮し、事業区分を追加して表示してお

ります。 

９．前連結会計年度より、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンを子会社化したため、前連結会計年度のコン

ビニエンスストア事業は連結対象期間として３ヶ月間の仕入実績を記載したものであります。 

10．前連結会計年度より、株式会社成城石井を子会社化したため、前連結会計年度のスーパーマーケット事業は

連結対象期間として４ヶ月間の仕入実績を記載したものであります。 

11．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日）

前年同期比 
（％） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比 
（％） 

外食事業         

 直営事業 9,642,458 118.1 11,005,877 114.1 

 フランチャイズ事業 2,025,010 94.4 1,483,329 73.3 

 ＦＣ店舗工事関係事業 2,656,715 31.8 2,703,884 101.8 

 ＦＣ店舗物流関係事業 20,296,100 241.8 33,461,637 164.9 

     小計 34,620,285 127.9 48,654,729 140.5 

コンビニエンスストア事業 2,383,817 － 11,490,580 482.0 

スーパーマーケット事業 9,239,132 － 26,408,350 285.8 

その他 3,562,756 290.9 3,778,209 106.0 

消去 △5,095,444 435,508.0 △10,021,999 196.7 

合計 44,710,547 158.1 80,309,871 179.6 



    コンビニエンスストア事業の商品別仕入状況（直営店）を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前連結会計年度より、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンを子会社化したため、前連結会計年度のコン

ビニエンスストア事業は連結対象期間として３ヶ月間の仕入高を記載したものであります。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

     スーパーマーケット事業の商品別仕入状況（直営店）を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前連結会計年度より、株式会社成城石井を子会社化したため、前連結会計年度のスーパーマーケット事業は

連結対象期間として４ヶ月間の仕入高を記載したものであります。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

商品別 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

仕入高 
（千円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

仕入高 
（千円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

フローズン商品 99,830 4.2 － 410,834 3.6 411.5 

デイリー商品 640,480 26.9 － 3,450,414 30.0 538.7 

ドライ商品 620,444 26.0 － 2,811,091 24.5 453.1 

非食品 97,925 4.1 － 460,762 4.0 470.5 

雑誌・新聞・書籍 286,021 12.0 － 1,075,164 9.4 375.9 

サービス・その他 125,921 5.3 － 524,313 4.5 416.4 

酒・たばこ・米 219,791 9.2 － 1,059,652 9.2 482.1 

燃料油 293,404 12.3 － 1,698,346 14.8 578.8 

合計 2,383,817 100.0 － 11,490,580 100.0 482.0 

商品別 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

仕入高 
（千円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

仕入高 
（千円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

グロッサリー 1,859,014 20.1 － 6,312,791 23.9 339.6 

酒 1,363,280 14.8 － 5,084,148 19.3 372.9 

菓子 890,463 9.6 － 2,785,586 10.6 312.8 

乳製品 619,187 6.7 － 2,070,737 7.8 334.4 

日配品 521,591 5.6 － 1,639,932 6.2 314.4 

その他 3,985,594 43.1 － 8,515,154 32.2 213.7 

合計 9,239,132 100.0 － 26,408,350 100.0 285.8 



(2）受注実績                                         （千円） 

 （注）上記以外の事業については記載すべき事項はありません。 

(3）販売実績 

     当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。（千円） 

(注)   1.前連結会計年度におきまして、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンを子会社化したため、前連結会計年

度のコンビニエンスストア事業は連結対象期間として3ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

 2.前連結会計年度におきまして、株式会社成城石井を子会社化したため、前連結会計年度のスーパーマーケッ

ト事業は連結対象期間として4ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

 3.上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

受注高 
  

前年同期比 
（％） 

受注残高 
  

前年同期比 
（％） 

受注高 
  

前年同期比 
（％） 

受注残高 
  

前年同期比 
（％） 

ＦＣ店舗工事関係事業 

(施工のみ) 
2,681,537 28.2 157,700 － 2,471,433 92.2 440,652 279.4 

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日）

前年同期比 
（％） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比 
（％） 

外食事業         

 直営事業 28,904,239 117.7 32,446,103 112.3 

 フランチャイズ事業 4,265,862 92.5 5,801,929 136.0 

 FC店舗工事関係事業 3,183,055 30.8 3,371,635 105.9 

 FC店舗物流関係事業 16,413,683 177.6 23,988,539 146.1 

小計 52,766,840 108.2 65,608,208 124.3 

コンビニエンスストア事業         

 直営事業 3,281,002 － 12,286,228 374.5 

 フランチャイズ事業 6,876,213 － 29,686,685 431.7 

小計 10,157,215 － 41,972,913 413.2 

スーパーマーケット事業         

 直営事業 9,635,606 － 27,891,744 289.5 

 フランチャイズ事業 2,878,886 － 8,044,167 279.4 

小計 12,514,492 － 35,935,911 287.2 

その他 5,027,131 266.2 4,856,071 96.6 

合計 80,465,680 158.9 148,373,104 184.4 



(4）直営店及び加盟店舗数 

    直営店及び加盟店の店舗数は以下のとおりであります。 

 （注）加盟店の店舗数は、開店営業中のもののみ（新業態店含む）を表示いたしております。 

区分 
前連結会計年度 

（平成16年12月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 

外食事業     

 直営店 262店 312店 

 加盟店      1,114店 1,113店 

        小計 1,376店 1,425店 

コンビニエンスストア事業     

 直営店 75店 103店 

 加盟店 1,296店 1,260店 

       小計 1,371店 1,363店 

スーパーマーケット事業     

 直営店  24店 24店 

 加盟店  7店 9店 

       小計  31店 33店 

合計      2,778店   2,821店 



(5）直営店売上 

（注）1.前連結会計年度におきまして、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンを子会社化したため、前連結会計年度のコンビニエンスス

トア事業は連結対象期間として3ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

2.前連結会計年度におきまして、株式会社成城石井を子会社化したため、前連結会計年度のスーパーマーケット事業は連結対象期間

として4ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

3.上記金額には消費税等は含まれておりません。 

4.店舗数には期中閉店店舗数を含めて記載したものであります。 

地域 

前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

売上高 

（千円） 

構成比 

（％） 

店舗数 

（店） 

売上高 

（千円） 

構成比 

（％） 

店舗数 

（店） 

外食事業             

 東京都 14,877,816 51.5 135 16,009,904 49.3 177 

 神奈川県 5,472,504 18.9 45 5,752,925 17.7 50 

 埼玉県 4,192,513 14.5 40 5,283,364 16.3 55 

 千葉県 2,578,779 8.9 26 3,032,287 9.3 36 

 茨城県 335,446 1.2 2 320,698 1.0 2 

 栃木県 182,593 0.6 1 174,317 0.5 1 

 山梨県 182,496 0.6 1 180,068 0.6 1 

 愛知県 360,615 1.2 2 319,684 1.0 2 

 福岡県 34,900 0.1 1 108,286 0.3 1 

 米国 610,247 2.1 4 980,668 3.0 6 

 台湾 76,325 0.3 4 188,955 0.6 4 

 シンガポール 0 0.0 1 94,944 0.3 2 

    小計 28,904,239 100.0 262 32,446,103 100.0 337 

コンビニエンスストア事業             

 東京都 2,360,001 71.9 54 7,611,965 62.0 127 

 神奈川県 589,205 18.0 10 1,853,356 15.1 22 

 埼玉県 157,681 4.8 4 1,595,276 13.0 12 

 千葉県 121,313 3.7 5 659,759 5.4 15 

 栃木県 － － － 236,695 1.9 4 

 群馬県 24,458 0.7 1 270,233 2.2 4 

 山梨県 28,341 0.9 1 58,940 0.5 1 

    小計 3,281,002 100.0 75 12,286,228 100.0 185 

スーパーマーケット事業             

 東京都 5,195,297 53.9 10 15,565,116 55.8 11 

 神奈川県 3,011,673 31.3 8 8,294,406 29.7 8 

 埼玉県 530,879 5.5 2 1,534,393 5.5 2 

 千葉県 332,710 3.5 1 965,923 3.5 1 

 茨城県 158,338 1.6 1 463,742 1.7 1 

 栃木県 181,937 1.9 1 421,974 1.5 1 

 愛知県 224,768 2.3 1 646,187 2.3 1 

    小計 9,635,606 100.0 24 27,891,744 100.0 25 

合計 41,820,847 100.0 361 72,624,075 100.0 547 



(6）国内ＦＣ店売上 

（注）1.前連結会計年度におきまして、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンを子会社化したため、前連結会計年度のコンビニエンスス

トア事業は連結対象期間として3ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

2.前連結会計年度におきまして、株式会社成城石井を子会社化したため、前連結会計年度のスーパーマーケット事業は連結対象期間

として4ヶ月間の販売実績を記載したものであります。 

3.上記金額には消費税等は含まれておりません。 

4.店舗数には期中閉店店舗数を含めて記載したものであります。 

地区本部名・地域名 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

店舗数 
（店） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

店舗数 
（店） 

外食事業             

 北海道地区 北海道 2,440,555 2.6 28 2,355,199 2.5 31 

 東北地区 
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、 

山形県、福島県 
4,842,245 5.2 61 4,142,328 4.4 61 

 北関東地区 栃木県、茨城県、群馬県 4,990,313 5.4 68 4,863,071 5.2 67 

 関東地区 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 45,234,792 48.5 504 46,803,673 49.8 560 

 静岡・甲信越地区 新潟県、山梨県、長野県、静岡県 5,925,913 6.4 65 6,025,630 6.4 70 

 東海・北陸地区 
愛知県、三重県、岐阜県、富山県、 

石川県、福井県 
5,549,027 6.0 75 5,624,768 6.0 78 

 関西地区 
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、 

奈良県、和歌山県 
13,077,434 14.0 172 13,167,554 14.0 176 

 中国地区 
広島県、岡山県、山口県、鳥取県、 

島根県 
5,256,054 5.6 63 5,228,001 5.5 64 

 四国地区 愛媛県、徳島県、香川県、高知県 1,403,476 1.5 17 1,461,975 1.6 19 

 北九州地区 
福岡県、佐賀県、長崎県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県 
3,986,448 4.3 52 3,764,217 4.0 54 

 南九州地区 大分県、熊本県 473,483 0.5 8 540,843 0.6 8 

小計 93,179,747 100.0 1,113 93,977,264 100.0 1,188 

コンビニエンスストア事業             

 北関東地区 栃木県、茨城県、群馬県 1,281,356 2.5 54 4,374,834 2.1 59 

 関東地区 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 39,745,318 76.7 959 156,395,913 76.4 1,095 

 静岡・甲信越地区 山梨県 147,082 0.3 5 617,686 0.3 5 

 東海・北陸地区 三重県 760,224 1.5 22 2,756,210 1.4 21 

 関西地区 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 6,191,928 12.0 171 23,379,854 11.4 171 

 北九州地区 福岡県、佐賀県、長崎県 2,754,252 5.3 60 12,650,954 6.2 79 

 南九州地区 大分県、熊本県 916,622 1.8 25 4,452,249 2.2 32 

小計 51,796,785 100.0 1,296 204,627,701 100.0 1,462 

スーパーマーケット事業             

 関東地区 東京都、神奈川県 446,150 33.5 2 1,023,365 31.4 3 

 関西地区 大阪府 885,312 66.5 5 1,837,298 56.5 5 

 東海・北陸地区 愛知県 － － － 392,885 12.1 1 

小計 1,331,463 100.0 7 3,253,549 100.0 9 

合計 146,307,995 100.0 2,416 301,858,514 100.0 2,659 



３【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、種々の経済政策により自立的な内需の回復が期待されるものの、消費税引き上げ、社会保険料

負担の増大といった、所謂「財布の紐」を固くさせる懸案が山積しており、消費回復は極めて緩慢に進むものと思われ

ます。 

外食・小売産業におきましては、個人消費にとってマイナス要因が多い中、市場における企業間の競争の激化に加え

て、食の安全を脅かす事態も発生しており、当社にとっては、さらに厳しい経営環境になることが予想されます。 

 当グループでは、第20期のテーマとして「Breakthrough 2006」を掲げ、どんな困難がたちはだかろうとも発展・成

長を目指し前進を続けてまいります。 

前連結会計年度に当グループ入りしました株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン、株式会社成城石井とのシナジー

効果を最大限発揮し、「食」の領域における新たな提案を絶え間なく繰り広げ、お客様に感動していただけるよう、経

営理念である「感動創造」の具現化に力を注いでまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性がある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、下記文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものでありま

す。 

（１）会社がとっている特異な経営方針 

 当グループの主な事業は、外食事業（直営事業、フランチャイズ事業、ＦＣ店舗工事関係事業、ＦＣ店舗物流関係

事業）、コンビニエンスストア事業、スーパーマーケット事業、その他の4つから成り立っております。当連結会計

年度におけるそれぞれの売上高比率は、外食事業44.1%、コンビニエンスストア事業28.2%、スーパーマーケット事業

24.1%、その他3.6%であります。（詳細につきましては、事業の種類別セグメント情報をご参照ください。） 

 今後も当社が継続的に売上・利益を増加させ、更なる成長・発展を遂げるためには、外食事業、コンビニエンスス

トア事業、スーパーマーケット事業のそれぞれにおいて、直営店及びフランチャイズ店の継続的な出店と既存店売上

高の維持向上が不可欠になります。新規出店には、賃料、商圏人口、競合店の状況等を総合的に勘案しますので、条

件に合致する物件が調達できない場合には、当初の計画を達成できない可能性があります。 

 また、BSE・鳥インフルエンザのような肉の安全性を揺るがす事態、食中毒等の衛生問題など、当グループに問題

がなくとも連鎖的風評被害を受けた場合を含み、このような事態が発生した場合には、既存店の売上高が急激に落ち

込むことがあり、当グループの事業計画に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）財政状態及び経営成績の異常な変動 

①為替動向 

 当グループにおきましては、取り扱い商品、原材料等の一部を海外より調達しており、為替変動の影響を受けま

す。海外取引における為替変動リスクの一部につきましては、ヘッジを行っておりますが、全リスクを回避する保証

はありません。よって、為替変動は当グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

②有利子負債・借入金利 

 当グループは、これまで店舗の設備投資、連結子会社化のための株式取得に要する資金の一部を金融機関からの借

入・社債により調達しているため、当連結会計年度末の金融機関借入金・社債残高は38,603百万円であります。 

 また、同借入金・社債残高の約半分が金利変動型の借入であり、急激な金利上昇により支払金利コストが増大した

場合、当グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

③減損会計 

 当グループの、当連結会計年度における固定資産の会計処理は、「固定資産の減損会計」の早期適用を実施してお

りません。 

 今後当グループ内において、資産のグルーピングなど基準を制定した上で、固定資産の評価を実施することで、評

価損を計上することになった場合には、当グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 



④リース取引に係る会計処理基準  

 当グループの、リース取引の会計処理方法は、「リース取引に係る会計基準」に基き、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引につきまして、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法を採用しております。 

 この「リース取引に係る会計処理基準」につきましては、現在、企業会計基準委員会により見直しが審議されてお

り、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法を採用することができないなどの見直しが行われた場合に

は、当グループが採用する会計処理方法が変更となる可能性があります。その場合には、資産及び負債が増加するこ

とにより、総資産当期純利益率(ROA)、自己資本比率など、当グループの経営指標に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（３）キャッシュ・フローの状況の異常な変動 

  当グループの、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、282百万円となっており、前連結会計年度に比べ

て△11,534百万円（97.6％減）と大幅に減少しております。これは、前年同期におきまして連結子会社が加わりまし

たことによる反動減でございます。 

 また、事業計画、投資計画は、その内容を十分吟味して策定しておりますが、その計画を大幅に上回るまたは下回

ることになった場合、当グループのキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。 

（４）法的規制について 

 当グループが展開する事業は、「食品衛生法」等、いくつかの法的規制を受けております。当グループでは、全て

の法的規制等を遵守していく所存でありますが、今後事故等が発生した場合においては、営業許可の取消し、営業の

禁止、一定期間の営業停止等を命じられることがあります。 

（５）加盟店との関係について 

 当グループは、加盟希望者とフランチャイズ契約を締結し、特定地区において出店する権利を付与しております

が、加盟契約締結後、長期間出店場所が確保できない状態が続いた場合には、加盟店とのトラブルに発展する恐れが

あり、フランチャイズ事業の運営に影響を与える可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

（1）フランチャイズ契約の要旨 

ａ．「炭火焼肉酒家 牛角」 フランチャイズチェーン加盟契約 

 当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナルは、焼肉事業の関東地区での展開を図るため、

店舗運営希望者に対して「炭火焼肉酒家 牛角フランチャイズ契約」を締結することでフランチャイズ権の付与

を行っております。なお、契約の要旨は次の通りであります。 

 （注）当グループではその他、店舗開業の際に内装工事請負業務を行っており、当該業務に対する対価として、工事請

負代金を収受しております。 

ｂ．「しゃぶしゃぶ 温野菜」 フランチャイズチェーン加盟契約 

 当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナルは、しゃぶしゃぶ事業の全国規模での展開を図

るため、店舗運営希望者に対して「しゃぶしゃぶ 温野菜フランチャイズ契約」を締結することでフランチャイ

ズ権の付与を行っております。なお、契約の要旨は次の通りであります。 

 （注）当グループではその他、店舗開業の際に内装工事請負業務を行っており、当該業務に対する対価として、工事請

負代金を収受しております。 

内容 

当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナル(以下レインズ社)は、本契約の

有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件として、一定の場所での店舗の設

置を認める。また、当該場所において事業運営マニュアル、その他のレインズ社の事業ノウハ

ウ及びレインズ社商標の使用によって「炭火焼肉酒家 牛角契約店舗」として開店し、経営す

る資格を付与する。 

上記に付随して、レインズ社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。 

契約期間 
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有する。ただ

し、延長条項が存在する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払 

保証金 当該契約締結時に一定額を預託 

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高の５％の支払 

内容 

当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナル(以下レインズ社)は、本契約の

有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件として、一定の場所での店舗の設

置を認める。また、当該場所において事業運営マニュアル、その他のレインズ社の事業ノウハ

ウ及びレインズ社商標の使用によって「しゃぶしゃぶ温野菜契約店舗」として開店し、経営す

る資格を付与する。 

上記に付随して、レインズ社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。 

契約期間 
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有する。ただ

し、延長条項が存在する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払 

保証金 当該契約締結時に一定額を預託 

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高の５％の支払 



ｃ．「釜飯と串焼 鳥でん」 フランチャイズチェーン加盟契約 

 当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナルは、釜飯と串焼 鳥でん事業の全国規模での展

開を図るため、店舗運営希望者に対して「釜飯と串焼 鳥でんフランチャイズ契約」を締結することでフランチ

ャイズ権の付与を行っております。なお、契約の要旨は次の通りであります。 

 （注）当グループではその他、店舗開業の際に内装工事請負業務を行っており、当該業務に対する対価として、工事請

負代金を収受しております。 

ｄ．「居酒家 土間土間」 フランチャイズチェーン加盟契約 

 当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナルは、居酒屋事業の全国規模での展開を図るた

め、店舗運営希望者に対して「居酒家 土間土間フランチャイズ契約」を締結することでフランチャイズ権の付

与を行っております。なお、契約の要旨は次の通りであります。 

 （注）当グループではその他、店舗開業の際に内装工事請負業務を行っており、当該業務に対する対価として、工事請

負代金を収受しております。 

e．日本における「レッドロブスター」事業の展開に関する契約の要旨 

 当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナルはDarden Restaurants, Inc.,(米国法人)との

間で、日本におけるレストラン「レッドロブスター」の展開に関する契約を締結しております。 

（２）日本におけるコンビニエンスストア事業の展開に関する契約の要旨 

  当社の連結子会社である株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンは、am/pm International Inc.(米国法人)と

の間で、日本におけるコンビニエンスストア事業の展開に関する契約を締結しております。 

内容 

当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナル(以下レインズ社)は、本契約の

有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件として、一定の場所での店舗の設

置を認める。また、当該場所において事業運営マニュアル、その他のレインズ社の事業ノウハ

ウ及びレインズ社商標の使用によって「釜飯と串焼 鳥でん契約店舗」として開店し、経営す

る資格を付与する。 

上記に付随して、レインズ社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。 

契約期間 
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有する。ただ

し、延長条項が存在する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払 

保証金 当該契約締結時に一定額を預託 

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高の５％の支払 

内容 

当社の連結子会社である株式会社レインズインターナショナル(以下レインズ社)は、本契約の

有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件として、一定の場所での店舗の設

置を認める。また、当該場所において事業運営マニュアル、その他のレインズ社の事業ノウハ

ウ及びレインズ社商標の使用によって「居酒家 土間土間契約店舗」として開店し、経営する

資格を付与する。 

上記に付随して、レインズ社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。 

契約期間 
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有する。ただ

し、延長条項が存在する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払 

保証金 当該契約締結時に一定額を預託 

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高の５％の支払 



（３）am/pm フランチャイズ契約の要旨 

  当社の連結子会社である株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンは、以下のような内容のフランチャイズ契約

をフランチャイジーと締結しております。 

  a．Aタイプ 

  b. Cタイプ 

(４)株式会社成城石井のフランチャイズ契約の要旨 

 当社の連結子会社である株式会社成城石井は、以下のような内容のフランチャイズ契約を加盟店と締結してお

ります。 

内容 

株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンは、本契約の有効期間中、加盟店が所定の契約事項を

履行することを条件として、経営ノウハウ、運営システム等を提供し、加盟店は、これらを正

しく活用し、経営を行う。 

契約期間 
契約締結の日より効力を生じ、店舗開業日から起算して10年間経過したときに終了する。ただ

し、延長条項が存在する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払い 

開業準備手数料 当該契約締結時に一定額の支払い 

研修費 当該契約締結時に一定額の支払い 

その他費用(開業時の初期商

品代等) 
当該契約締結時に支払い 

am/pmチャージ 
加盟店は、毎月、店舗の売上総利益に所定の比率を乗じて算

定された金額を支払う。 

内容 

株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンは、本契約の有効期間中、加盟店が所定の契約事項を

履行することを条件として、経営ノウハウ、運営システム等を提供し、加盟店は、これらを正

しく活用し、経営を行う。 

契約期間 契約締結の日より効力を生じ、店舗開業日から起算して７年間経過したときに終了する。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払い 

開業準備手数料 当該契約締結時に一定額の支払い 

研修費 当該契約締結時に一定額の支払い 

その他費用(開業時の初期商

品代等) 
当該契約締結時に支払い 

am/pmチャージ 
加盟店は、毎月、店舗の売上総利益の金額に応じて決定され

た数式により算定された金額を支払う。 

内容 

株式会社成城石井は、加盟店に対し、契約期間中、契約に定める条件の下、株式会社成城石井

の経営ノウハウを活用して、契約に定める店舗を設置し、営業することを許諾する。また、商

標目録記載の商標を、定められた条件に従い使用することを許諾する。加盟店は、この商標を

株式会社成城石井が指定する方法および態様でのみ使用することができ、それ以外の方法また

は態様では使用してはならない。また、加盟店は、この商標を本件店舗の営業以外の目的で使

用しない。 

契約期間 
契約書調印の日から発効し、満3年をもって期間満了とする。ただし、延長条項があり、期間

更新ができる。 

契約内容 

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払い 

ロイヤリティー 
加盟店は、毎月、店舗の売上総利益に所定の比率を乗じて算

定された金額を支払う。 



（５）株式交換の要旨 

 平成17年12月13日開催の取締役会において、平成18年2月21日を期して、首都圏と関西を中心に高級スーパー

マーケット事業を展開する株式会社成城石井を、株式交換により完全子会社化することを決定いたしました。 

 詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事項(重要な後発事象)」に記載

のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。  

（１）重要な会計方針及び見積もり  

  当グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基き作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積もりが必要な事項につきましては、合理的な基準に基き、会計上

の見積もりを行っております。 

  詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」をご参照ください。 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

  売上高につきましては、148,373百万円（前年同期比84.4%増）となり、前年同期と比較して67,907百万円の増収

となりました。売上高を、事業の種類別セグメントごとに分析しますと、外食事業の売上高は、65,608百万円（前

年同期比24.3%増 12,841百万円増）、コンビニエンスストア事業の売上高は、41,972百万円（前年実績は決算期

変更により平成16年10月～12月迄の３ヶ月となっているため前年同期との比較はなし）、スーパーマーケット事業

の売上高は、35,935百万円（前年実績は決算期変更により平成16年９月～12月迄の４ヶ月となっているため前年同

期との比較はなし）、その他の事業の売上は、4,856百万円（前年同期比3.4%減 171百万円減）となっておりま

す。 

 増収の大部分を占めますのは、当グループの事業として、前連結会計年度に新たに加わりましたコンビニエンス

ストア事業、スーパーマーケット事業の２つの事業になります。前連結会計年度におきまして、コンビニエンスス

トア事業を担います株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンは平成16年９月30日をみなし取得日とし、平成16年10

月１日から平成16年12月31日までの損益計算書を連結しております。またスーパーマーケット事業を担います株式

会社成城石井は平成16年８月31日をみなし取得日とし、平成16年９月１日から平成16年12月31日までの損益計算書

を連結しております。当連結会計年度につきましては、両事業の年間の損益計算書を連結したことにより増収とな

っております。 

  一方、外食事業は、米国で発生したBSE問題による米国産牛肉の輸入停止措置と、その後本邦で発生した鳥イン

フルエンザ騒動により、需要減退と原価高騰の両面から打撃をうけ、直営店舗数増加による増収はありましたが、

既存店売上は軒並み昨対を割り込むなど、厳しい運営を余儀なくされました。 

 売上総利益につきましては、69,389百万円（前年同期比91.5%増）となり、前年同期と比較して33,159百万円の

増益となっております。こちらもコンビニエンスストア事業、スーパーマーケット事業が新たに加わりましたこと

が増収要因の大部分を占めております。 

 営業利益につきましては、6,580百万円（前年同期比40.0%増）となり、前年同期と比較して1,881百万円の増

益、経常利益につきましても、6,370百万円（前年同期比39.5%増）と前年同期と比較して1,803百万円の増益とな

りました。 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

  当グループを取り巻く事業環境として、米国におけるBSE問題は、今だ解決を見ず、依然として米国からの牛肉

輸入の再開の目処がたっていない状態であり、わが国における食肉需要の減退に大きく影響を来しているため、当

グループにおきましても今後の日米政府間交渉の行方は、業績に大きな影響を与えること不可避と重く認識してお

ります。 

（４）戦略的現状と見通し 

 当グループといたしましては、「FC多業態・多業種戦略」を掲げ、「食」のフィールドにおいて「外食」「コン

ビニエンスストア」「スーパーマーケット」の３つの業種コンテンツについて、それぞれを成長させながら相互に

影響し合い、新たな業態を生み出していくことで、成熟したマーケットにおいても、今なお新市場を築いていける

ものと確信しております。 



第３【設備の状況】 

 当グループの消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載する金額には、消費税等は含まれ

ておりません。 

１【設備投資等の概要】 

 当グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の設備投資の主な内訳は、次のとおりであります。 

直営事業においては、新規出店の投資を行いました。 

ＦＣ店舗物流事業においては、物流システム、債権管理システム構築を中心に投資を行ないました。 

コンビニエンスストア事業においては、売上向上のための販売什器、情報システム整備を行ないました。 

スーパーマーケット事業においては、情報システムの整備、新業態「成城マーケット代官山店」に対する設備投資

を行いました。 

全社においては本社移転等を行いました。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 
当期連結会計年度 

      (百万円) 

前年同期比 

(％) 

  直営事業 2,820 141 

  フランチャイズ事業 － － 

  ＦＣ店舗工事関係事業 64 － 

  ＦＣ店舗物流関係事業 22 56 

  コンビニエンスストア事業 1,982 899 

  スーパーマーケット事業 203 23 

  その他 21 1,157 

  小計 5,115 162 

  消去又は全社 572 194 

  合計 5,688 164 



２【主要な設備の状況】 

 平成17年12月31日現在における当グループの各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおり

であります。 

  (1）提出会社 

 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。（以下、同じ） 

２．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（千円） 
構築物 
（千円） 

器具及び備品
（千円） 

土地 
（千円） 

  (㎡) 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都他） 

全社的管理業務 

フランチャイズ

事業 

FC店舗工事関係

事業 

その他販売業務 

事務用備品 

その他 

  

493,279

  

7,597  

  

66,324  

  

63,446  

（2,748） 

  

630,648  

  

51  

事業所名 

（主な所在地） 

事業の種類別セグメン

トの名称 
設備の内容 

年間リース料 

（千円） 

リース契約残高 

（千円） 

本社 

（東京都） 

全社的管理業務 

フランチャイズ事業 

FC店舗工事関係収入 

その他販売業務 

コンピューター関係、事務

機器、車両等（所有権移転

外ファイナンス・リース） 

355,612 181,845 



(2）国内子会社 

（注）リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（千円） 

機械装置及び
車両運搬具 
（千円） 

器具及び備
品  

（千円） 

土地 
（千円） 

 (㎡) 

合計 
（千円） 

㈱レインズインタ

ーナショナル 

事務所 

（東京都） 

全社的 

管理業務 

事務用備品

その他 
131,235 － 63,702 － 194,938 286 

同上 
レストラン業態 

（東京都） 
外食事業 

店舗内装 

設備等 
4,199,121 13 89,093 － 4,288,229 427 

㈱フードレーベル 
事務所 

（東京都他） 

全社的 

管理業務 

事務用備品

その他 
8,155  － 9,742  － 17,897 8 

㈱コスト・イズ 
事務所 

（東京都） 

全社的 

管理業務 

事務用備品

その他 
－ － 20,021 － 20,021 50 

㈱テンポリノベー

ション 

事務所 

（東京都） 

全社的 

管理業務 

事務用備品

その他 
－ － － － － 39 

同上 
その他業態 

（東京都他）  

リノベー

ション事

業 

店舗内装 

設備等 
54,487 － 4,289  － 58,777 － 

㈱エーエム・ピー

エム・ジャパン 

事務所 

（東京都他）  

全社的 

管理業務 

事務用備品

その他  
－ 142 12,193 － 12,336 452 

同上  

コンビニエンスス

トア 

（東京都他）   

コンビニ

エンスス

トア事業 

店舗内装 

設備等 
5,329,364 － 1,684,212 － 7,013,577 47 

㈱成城石井 
事務所 

（東京都） 

全社的 

管理業務 
事務所他 21,501 － 64,486 

16,073 

 （118）
102,060 131 

同上 

スーパーマーケッ

ト 

（東京都他）    

スーパー

マーケッ

ト事業 

店舗内装 

設備等 
540,959 5,387 372,750 － 919,097 273 

同上 

セントラルキッチ

ン 

（東京都）   

惣菜製造

業 
工場 1,661,148 － － － 1,661,148 － 

㈲成城石井セント

ラルキッチン 

セントラルキッチ

ン 

（東京都）    

惣菜製造

業  
工場  － － 485,064 － 485,064 75 

事業所名 

（主な所在地） 

事業の種類別セグメン

トの名称 
設備の内容 

年間リース料 

（千円） 

リース契約残高 

（千円） 

レストラン業態 

（東京都他） 
外食事業 

店舗用設備他（所有権移転

外ファイナンス・リース） 
950,242 4,758,078 

コンビニエンスストア 

（東京都他） 

コンビニエンスストア

事業 

店舗用設備他（所有権移転

外ファイナンス・リース） 
6,006,908 25,076,926 

スーパーマーケット 

（東京都他） 

スーパーマーケット事

業 

店舗用設備他（所有権移転

外ファイナンス・リース） 
50,355 135,247 

その他業態 

（東京都） 
リノベーション事業 

店舗用設備他（所有権移転

外ファイナンス・リース） 
53,901 484,622 



(3）在外子会社 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び  
構築物 
（千円） 

車両運搬具 
（千円） 

器具及び 
備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

REINS  

INTERNATIONAL 

 (USA)CO.,LTD. 

牛角 

（米国ハワイ州） 
外食事業 

店舗内装 

設備等 
311,676 －  54,495 366,172 8 

東京牛角股份有限

公司 

牛角 

（中華民国台湾） 
外食事業 

店舗内装 

設備等 
66,824 －  39,591 106,415 14 

REINS  

INTERNATIONAL 

 CALIFORNIA,INC, 

牛角 

(米国） 
外食事業 

店舗内装 

設備等 
237,184 －   52,440 289,624 8 

REINS  

INTERNATIONAL 

(SINGAPORE)PTE,LTD 

牛角 

（シンガポール） 
外食事業 

店舗内装 

設備等  
83,880 5,803 24,364 114,048 29 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当グループの設備投資については、今後３年程度の事業計画、資金計画等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当連結会計年度における設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。 

（１） 新設 

  （注）新会社設立にあたり、株式会社レインズインターナショナルのアートフード業態を平成18年2月2日を期して株

式会社ブランドファクトリーへ譲渡しました。 

（２） 改修 

特筆すべき事項はありません。 

（３） 除却 

会社名 業態名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備  
の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 
（席） 

総額 
（千円） 

既支払額
（千円）

着手 完了 

㈱レインズイン

ターナショナル 
牛角  東京都他 外食事業 店舗設備 390,000 － 

自己資金及

び借入金等
 平成18年1月 平成20年12月 1,716 

 同上  温野菜 東京都他 外食事業 店舗設備 1,064,000 － 
自己資金及

び借入金等
平成18年3月 平成20年7月 1,680 

 同上 
 鳥でん 

（かまどか） 
東京都他 外食事業 店舗設備 1,656,000 － 

自己資金及

び借入金等
平成18年1月 平成20年12月 2,280 

 同上 土間土間  東京都他 外食事業 店舗設備 3,500,000 － 
自己資金及

び借入金等
平成18年1月 平成20年12月 5,100 

 同上 
レッドロブス

ター  
東京都他 外食事業 店舗設備 3,200,000 － 

自己資金及

び借入金等
平成18年3月 平成20年11月 4,800 

   同上  他新業態 東京都他 外食事業 店舗設備 6,070,000 － 
自己資金及

び借入金等
平成18年3月 平成20年12月 3,774 

㈱ブランドファ

クトリー 

 アートフー

ド 
東京都他 外食事業 店舗設備 4,305,000 － 

自己資金及

び借入金等
平成18年3月 平成20年12月 2,610 

㈱テンポリノベ

ーション 
 － 東京都他 

FC店舗工事

関係事業 

 賃貸  

店舗設備 
14,400,000  － 

自己資金及

び借入金等
平成18年1月 平成20年12月 － 

㈱エーエムピー

エムジャパン 

 コンビニエ

ンスストア 
東京都他 

 コンビニ

エンススト

ア事業 

店舗設備 15,000,000 － 
自己資金及

び借入金等
 平成18年1月 平成20年12月 － 

 ㈱成城石井 
スーパーマー

ケット  
東京都他 

 スーパー

マーケット

事業 

店舗設備 10,000,000 － 
自己資金及

び借入金等
平成18年1月 平成20年12月 － 

会社名 事業所名 所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 
期末帳簿価格 

（千円） 
除却予定時期 

㈱エーエムピーエムジ

ャパン 
コンビニエンスストア  東京都他 

コンビニエンス

ストア 事業  
 店舗設備 1,000,000 平成18年1月～平成20年12月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年３月１日以降提出日までのストックオプションの権利行使により発行され

たものは含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 334,016 

計 334,016 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 124,029 257,500.77 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 124,029 257,500.77 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

 (イ)平成11年12月15日臨時株主総会特別決議 

 （注）平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 244 488 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15,431 7,716 

新株予約権の行使期間 
自 平成13年１月１日 

至 平成21年12月14日 
      同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   15,431円 

資本組入額   7,716円 

発行価格   7,716円 

資本組入額   3,858円 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても

当社取締役又は従業員

であることを要する。 

・その他の条件は当社と

対象者との間で締結す

る「新株引受権付与契

約」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・新株引受権は、第三者

に譲渡したり、質権そ

の他の処分をすること

ができない。 

・権利付与対象者が死亡

した場合には、相続人

の権利行使を可能とす

る。 

同左 



 (ロ)平成13年３月23日定時株主総会特別決議 

 （注）平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,100 4,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 292,265 146,133 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年４月１日 

至 平成23年３月22日 
      同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  292,265円 

資本組入額 292,265円 

発行価格  146,133円 

資本組入額 146,133円 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても

当社取締役又は従業員

であることを要する。 

・その他の条件は当社と

対象者との間で締結す

る「新株引受権付与契

約」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・権利の譲渡、質入れそ

の他の処分は認めな

い。 

・権利付与対象者が死亡

した場合には、１年以

内に限り、相続人の権

利行使を可能とする。 

同左 



②商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次のとお

りであります。 

(イ)平成15年３月28日定時株主総会特別決議 

 （注）平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 325 305 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,300 2,440 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 188,857 94,429 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月１日 

至 平成20年５月31日 
      同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  188,857円 

資本組入額  94,429円 

発行価格  94,429円 

資本組入額 47,215円 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても

当社または当社子会社

の取締役もしくは従業

員であることを要す

る。 

・その他の行使条件は当

社と新株予約権者との

間で締結する「新株予

約権割当契約」に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・質入れその他一切の処

分は認めないものとす

る。 

・新株予約権者が死亡し

た場合は、死亡日から

１年以内に限り、相続

人がその権利を行使す

ることができる。 

同左 



(ロ)平成16年３月26日定時株主総会特別決議 

 （注）平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 2,131 2,143 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,131 4,262 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 591,503 295,752 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月１日 

至 平成23年５月31日 
      同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  591,503円 

資本組入額 295,752円 

発行価格  295,752円 

資本組入額 147,876円 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても

当社または当社子会社

の取締役もしくは従業

員であることを要す

る。 

・その他の行使条件は当

社と新株予約権者との

間で締結する「新株予

約権割当契約」に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・質入れその他一切の処

分は認めないものとす

る。 

・新株予約権者が死亡し

た場合は、死亡日から

１年以内に限り、相続

人がその権利を行使す

ることができる。 

同左 



(ハ)平成17年３月29日定時株主総会特別決議 

 （注）平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,986 1,986 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,986 3,972 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 566,000 283,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月１日 

至 平成23年５月31日 
      同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  566,000円 

資本組入額 283,000円 

発行価格  283,000円 

資本組入額 141,500円 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても

当社または当社子会社

の取締役、監査役、顧

問もしくは従業員であ

ることを要する。 

・その他の行使条件は当

社と新株予約権者との

間で締結する「新株予

約権割当契約」に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・質入れその他一切の処

分は認めないものとす

る。 

・新株予約権者が死亡し

た場合は、死亡日から

１年以内に限り、相続

人がその権利を行使す

ることができる。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．ストックオプションの権利行使による増加 

２．株式分割 

(分割比率１：２) 

３．有償・一般募集（ブックビルディング方式） 

発行価格 1,446,900円 

資本組入額 723,450円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年１月１日 

    ～３月31日 

(注)１ 

213 5,404 14,925 659,775 7,125 912,075 

平成13年５月18日 

(注)２ 
5,404 10,808 － 659,775 － 912,075 

平成13年６月15日 

～12月31日 

(注)１ 

80 10,888 5,000 664,775 5,000 917,075 

平成14年２月20日 

(注)２ 
10,888 21,776 － 664,775 － 917,075 

平成14年５月23日 

～12月31日 

(注)１ 

84 21,860 2,625 667,400 2,625 919,700 

平成15年１月１日 

   ～10月31日 

(注)１ 

4 21,864 125 667,525 125 919,825 

平成15年11月６日 

(注)３ 
3,500 25,364 2,532,075 3,199,600 2,532,075 3,451,900 

平成15年11月7日 

   ～11月30日 

(注)１ 

2 25,366 62 3,199,662 62 3,451,962 

平成15年12月３日 

(注)４ 
500 25,866 361,725 3,561,387 361,725 3,813,687 

平成16年２月20日 

(注)５ 
77,598 103,464 － 3,561,387 － 3,813,687 

平成16年３月１日 

   ～５月31日 

(注)１ 

3 103,467 23 3,561,410 23 3,813,710 

平成16年７月29日 

(注)６ 
18,000 121,467 4,858,650 8,420,060 4,858,650 8,672,360 

平成16年８月25日 

(注)７ 
1,195 122,662 322,560 8,742,621 322,560 8,994,921 

平成16年８月31日 

   ～12月31日 

(注)１ 

67 122,729 17,305 8,759,926 61 8,994,983 

平成17年１月１日 

   ～12月31日 

(注)１ 

1,300 124,029 210,594 8,970,521 69,430 9,064,413 



４．有償・第三者割当 

割当先 日興シティグループ証券株式会社 

発行価格 1,446,900円 

資本組入額 723,450円 

５．株式分割 

(分割比率１：４) 

６．有償・一般募集（ブックビルディング方式） 

発行価格  539,850円 

資本組入額 269,925円 

７．有償・第三者割当 

割当先 日興シティグループ証券株式会社 

発行価格  539,850円 

資本組入額 269,925円 

８．平成18年１月１日から平成18年2月28日までの間に、ストックオプションの行使により、発行済株式総数が

160株、資本金及び資本準備金がそれぞれ7,554千円増加しております。 

９．平成18年２月20日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が124,029株増加しております。 

10．平成18年２月21日付をもって行った株式交換に伴う新株発行により、発行済株式総数が9,282.77株増加して

おります。 

(4）【所有者別状況】 

（注）自己株式394株は、「個人その他」に394株含まれております。 

  （平成17年12月31日現在）

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 18 8 89 74 2 9,180 9,371 － 

所有株式数

（株） 
－ 25,233 380 22,005 37,645 7 38,759 124,029 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 20.34 0.31 17.74 30.35 0.01 31.25 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付けで株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行となりました。 

  （平成17年12月31日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

有限会社エタニティーイ

ンターナショナル 
東京都目黒区自由が丘１丁目24-22 21,552 17.37 

西山 知義 東京都目黒区自由が丘１丁目24-22 16,704 13.46 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 9,741 7.85 

ステートストリートバン

クアンドトラストカンパ

ニー 

(常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 
5,573 4.49 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都中央区晴海１丁目８-11 5,557 4.48 

ビービーエイチフォーフ

ィデリティージャパンス

モールカンパニーファン

ド 

(常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行) 

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 U.S.A. 

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 カストデ

ィ業務部) 

4,788 3.86 

ジェーピーエムシービー

オムニバスユーエスペン

ショントリーティージャ

スデック380052 

(常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室) 

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017, U.S.A. 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 
3,892 3.13 

野村信託銀行株式会社

（投信口） 
東京都千代田大手町２丁目２－２ 2,732 2.20 

日本生命保険相互会社(特

別勘定年金口) 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,469 1.99 

ザバンクオブニューヨー

クノントリーティージャ

スデックアカウント 

(常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行) 

GLOBAL CUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL STREET,  

NEW YORK NY 10286, U.S.A. 

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 カストデ

ィ業務部) 

1,951 1.57 

計 ― 74,959 60.44 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   394 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 123,635 123,635 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 124,029 － － 

総株主の議決権 － 123,635 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社レックス・

ホールディングス  

東京都港区六本木１

丁目８－７ 
394 － 394 0.32 

計 － 394 － 394 0.32 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき

新株引受権を付与する方法、並びに、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行す

る方法によるものであります。 

① 平成11年12月15日臨時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、当社従業員に対して付与することを、平成11年12月15日開催の

臨時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．発行価額は、株式分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により発行価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

２．当社が株式分割（配当可能利益または準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様としま

す。）又は株式併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は次により調整するものとしま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３．平成13年２月26日開催の取締役会決議により、平成13年５月18日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が356株、発行価額が125,000円に調整されております。 

４．平成13年12月10日開催の取締役会決議により、平成14年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が712株、発行価額が62,500円に調整されております。 

５．平成15年11月12日開催の取締役会決議により、平成16年２月20日付にて１株につき４株の割合をもって株式

分割することを決定いたしました。この株式分割に伴い、株式数が2,848株、発行価額が15,625円に調整さ

れております。 

６．平成16年７月29日付け増資により発行価額が、15,444円に調整されております。 

７．平成16年８月25日付け増資により発行価額が、15,431円に調整されております。 

８．平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が5,696株、発行価額が7,716円に調整されております。 

９．平成18年２月28日現在、付与株式総数5,696株の内1,120株分が失効（付与対象者３名退職により資格喪失）

し、また合計4,088株分が権利行使され、残株式数は488株となっております。 

決議年月日 平成11年12月15日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 41名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 178 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 250,000 

新株予約権の行使期間 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当り払込金 

 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

分割・新規発行前の株価  

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数  



② 平成13年３月23日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、当社取締役及び当社従業員に対して付与することを、平成13年

３月23日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．発行価額は、株式分割および時価を下回る価額で新株式を発行するときは、次の算式により発行価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

２．新株引受権の目的たる株式の数は、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整するも

のとします。ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株引受権を行使していない目的たる株式

の数においてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３．平成13年12月10日開催の取締役会決議により、平成14年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が800株、発行価額が1,183,875円に調整されております。

４．平成15年11月12日開催の取締役会決議により、平成16年２月20日付にて１株につき４株の割合をもって株式

分割することを決定いたしました。この株式分割に伴い、株式数が3,200株、発行価額が295,969円に調整さ

れております。 

５．平成16年７月29日付け増資により発行価額が、292,522円に調整されております。 

６．平成16年８月25日付け増資により発行価額が、292,265円に調整されております。 

７．平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が6,400株、発行価額が146,133円に調整されております。

８．平成18年２月28日現在、付与株式総数6,400株の内1,116株分が失効（付与対象者５名退職により資格喪失）

し、また合計1,084株分が権利行使され、残株式数は4,200株となっております。 

決議年月日 平成13年３月23日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役 ４名 

従業員 16名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,367,750 

新株予約権の行使期間 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当り払込金 

 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

分割・新規発行前の株価  

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数  



③ 平成15年３月28日定時株主総会決議 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役および従業員に対して

新株予約権を発行することを、平成15年３月28日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとしま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、新株予約権発行後に、時価を下回る価額で当社が普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分

（新株予約権および「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19に

基づき付与された新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、新株予約権発行日後に、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的

な範囲で払込価額は調整されるものとします。 

３．平成15年11月12日開催の取締役会決議により、平成16年２月20日付にて１株につき４株の割合をもって株式

分割することを決定いたしました。この株式分割に伴い、株式数が2,232株、発行価額が191,250円に調整さ

れております。 

４．平成16年７月29日付け増資により発行価額が、189,023円に調整されております。 

５．平成16年８月25日付け増資により発行価額が、188,857円に調整されております。 

６．平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が4,464株、発行価額が94,429円に調整されております。 

７．平成18年２月28日現在、付与株式総数4,464株の内408株分が失効（付与対象者４名退職により資格喪失）

し、また合計1,616株分が権利行使され、残株式数は2,440株となっております。 

決議年月日 平成15年３月28日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役     １名 

  当社従業員     28名 

  当社子会社の取締役 １名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数 558株 

新株予約権の行使時の払込金額 765,000円 

新株予約権の行使期間 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割または併合の比率 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額 

 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当りの時価  

 既発行株式数＋新規発行（処分）株式数  



④ 平成16年３月26日定時株主総会決議 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役および従業員に対して

新株予約権を発行することを、平成16年３月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとしま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、新株予約権発行後に、時価を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分

（新株予約権および「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19に

基づき付与された新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

上記計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を 

控除した数とします。 

３．平成16年７月29日付け増資により発行価額が、592,024円に調整されております。 

４．平成16年８月25日付け増資により発行価額が、591,503円に調整されております。 

５．平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が4,428株、発行価額が295,752円に調整されております。

６．平成18年２月28日現在、付与株式総数4,428株の内166株分が失効（付与対象者22名退職により資格喪失）

し、残株式数は4,262株となっております。 

決議年月日 平成16年３月26日 

付与対象者の区分及び人数 
 取締役  ５名 

 従業員  129名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数 2,214株 

新株予約権の行使時の払込金額 599,000円 

新株予約権の行使期間 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額 

 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当りの時価  

 既発行株式数＋新規発行（処分）株式数  



⑤ 平成17年３月29日定時株主総会決議 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役および従業員に対して

新株予約権を発行することを、平成17年３月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとしま

す。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で当社が普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権および

「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19に基づき付与された新

株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。 

上記計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を 

控除した数とします。 

３．平成17年11月18日開催の取締役会決議により、平成18年２月20日付にて１株につき２株の割合をもって株式

分割いたしました。この株式分割に伴い、株式数が3,972株、発行価額が283,000円に調整されております。

決議年月日 平成17年３月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ３名、当社監査役 １名、当社従業員 ９名 

当社子会社取締役 ５名、当社子会社従業員 22名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

株式の数 1,986株 

新株予約権の行使時の払込金額 566,000円 

新株予約権の行使期間 「(2)新株予約権の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割または併合の比率 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当り払込金額 

 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当りの時価  

 既発行株式数＋新規発行（処分）株式数  



⑥ 平成18年３月29日定時株主総会決議 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役および従業員に対して

新株予約権を発行することを、平成18年３月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．新株予約権の行使時の払込金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値（以下、「最終価格」という）の平均値

に1.05を乗じて得た金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。ただし、当該金額が新株予約権

発行の日の最終価格（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権

発行の日の最終価格を払込金額とします。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、新株予約権発行後に、時価を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分

（新株予約権および「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19に

基づき付与された新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

上記計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を 

控除した数とします。 

決議年月日 平成18年３月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社および当社子会社の取締役、監査役、顧問および

従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 5,000株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額 （注２）を参照。 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年６月１日 

至 平成30年５月31日 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時においても当社または当社子会社の取締

役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあること

を要する。 

・新株予約権者が死亡した場合は、相続人が権利を行

使することができる。 

・その他の行使の条件については、当社と対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところに

よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要

する。 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割または併合の比率 

 
 

   

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価  

 既発行株式数＋新規発行（処分）株式数  



２【自己株式の取得等の状況】 

（1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

     ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

（2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社では、株主への利益還元を最重要事項として捉え、経営基盤の強化、収益力の向上、新業態の開発及びス

ピード経営を支える等の目的で内部留保資金を確保しつつ、適正な利益配当を実施してまいります。 

 このような方針に基づき、当期配当金は１株につき、2,500円（うち中間配当1,250円）といたしました。これ

により当期の配当性向は54.0％となりました。 

 内部留保資金につきましては、新規店舗及び既存店への設備投資、市場ニーズにこたえる商品開発・新業態開

発等のために有効に投資してまいりたいと考えております。 

 （注）当期の中間配当についての取締役会決議日 平成17年８月18日 

  平成18年３月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 788.4 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第18期の事業年度別最高・最低株価のうち、上段はジャスダック

証券取引所におけるものであり、下段は日本証券業協会の公表のものであります。 

２．平成13年２月26日開催の取締役会において決議された平成13年５月18日付の株式分割（１株につき２株の割

合）による権利落以前の最高株価、最低株価であります。 

３．平成13年５月18日付の株式分割（１株につき２株の割合）の権利落以後、平成13年12月10日開催の取締役会

において決議された平成14年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割合）による権利落以前の最高株

価、最低株価であります。 

４．平成13年12月10日開催の取締役会において決議された平成14年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割

合）による権利落以後の最高株価、最低株価であります。 

５．平成15年11月12日開催の取締役会で決議された平成16年２月20日付の株式分割（１株につき４株の割合）に

よる権利落以前の最高株価、最低株価であります。 

６．平成15年11月12日開催の取締役会で決議された平成16年２月20日付の株式分割（１株につき４株の割合）に

よる権利落以後の最高株価、最低株価であります。 

７．平成17年11月18日開催の取締役会で決議された平成18年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割合）に

よる権利落以前の最高株価、最低株価であります。 

８．平成17年11月18日開催の取締役会で決議された平成18年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割合）に

よる権利落以後の最高株価、最低株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．平成17年11月18日開催の取締役会において決議された平成18年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割

合）による権利落以前の最高株価、最低株価であります。 

２．平成17年11月18日開催の取締役会において決議された平成18年２月20日付の株式分割（１株につき２株の割

合）による権利落以後の最高株価、最低株価であります。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 

※２ 4,200,000 

※３ 3,120,000 

※４ 1,230,000 

1,220,000 
※５ 2,180,000 

※６  503,000 

※１  465,000 

※１  695,000 

 ※７  1,060,000 

 ※８    559,000 

最低（円） 

※２ 2,030,000 

※３ 1,280,000 

※４ 1,100,000 

619,000 
※５ 465,000 

※６ 440,000 

※１  425,000 

※１  302,000 

 ※７    420,000 

 ※８    490,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 563,000 562,000 683,000 781,000 786,000 
※１ 1,060,000

※２   559,000

最低（円） 520,000 470,000 560,000 594,000 685,000 
※１   740,000

※２  490,000



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 

 最高経営責任者 

 (CEO) 
西山 知義 昭和41年３月19日生 

昭和62年６月 当社監査役 

昭和63年３月 当社代表取締役社長 

平成10年12月 有限会社ピースフリーライフ(現

有限会社エタニティーインターナ

ショナル)取締役 (現任） 

平成12年７月 VR PARTNERS,INC.(現 REINS INTE

RNATIONAL CALIFORNIA, INC.) 取

締役副社長（現任） 

平成13年８月 REINS INTERNATIONAL (USA) CO.,

LTD.取締役副社長 (現任） 

平成13年10月 株式会社レイフィールズ（現 株

式会社テンポリノベーション）代

表取締役社長 

平成13年11月 株式会社アートフードインターナ

ショナル(現 株式会社レインズイ

ンターナショナル)取締役 

平成14年２月 レッドロブスタージャパン株式会

社代表取締役社長 

平成14年７月 東京牛角股有限公司代表取締役社

長 (現任） 

平成15年４月 株式会社レインズフードレーベル

(現 株式会社フードレーベル)代

表取締役会長 

平成16年１月 当社代表取締役社長兼最高経営責

任者（CEO） 

平成16年８月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン代表取締役社長兼最高経営

責任者（CEO)  

平成16年９月 当社代表取締役会長兼最高経営責

任者（CEO)  

REINS INTERNATIONAL (SINGAPOR

E) PTE.LTD.代表取締役社長 (現

任) 

平成16年10月 株式会社白金エージェンツ取締

役 (現任) 

株式会社成城石井取締役会長  

平成17年５月 当社代表取締役社長兼最高経営責

任者（CEO）（現任） 

33,408 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常務取締役 
 最高財務責任者

（CFO） 
福井 克明 昭和46年８月29日生 

平成７年６月 有限会社奨英会入社 

平成８年８月 同社代表取締役社長 

平成９年９月 株式会社エアライク設立 代表取

締役社長 

平成11年８月 株式会社光通信入社 

平成11年９月 株式会社コール・トゥ・ウェブ転

籍 社長室長 

平成12年３月 同社国際営業部長 

平成13年３月 同社取締役管理本部長 

平成13年８月 株式会社光通信復籍 総務部長 

平成14年11月 当社入社 管理本部本部長代理 

平成15年２月 当社経営企画室長 

平成15年４月 当社経営企画室長兼社長室長 

平成16年１月 当社経営戦略本部長兼最高財務責

任者（CFO） 

平成16年３月 当社取締役経営戦略本部長兼最高

財務責任者（CFO） 

平成16年４月 株式会社コスト・イズ取締役（現

任） 

平成16年８月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン 取締役兼最高財務責任者

（CFO)  

平成16年９月 当社常務取締役経営戦略本部長兼

最高財務責任者（CFO)  

平成18年１月 当社常務取締役兼最高財務責任者

（CFO）(現任) 

平成18年２月 株式会社成城石井取締役(現任) 

20 

常務取締役 管理本部長 山田 泰則 昭和20年10月8日生 

昭和43年４月 株式会社三井銀行（現 株式会社

三井住友銀行）入社 

平成４年９月 同行綱島支店副支店長 

平成９年６月 株式会社ゴールドクレスト取締役

管理部長 

平成12年６月 同社取締役管理部門統括 

平成14年６月 同社取締役退任 同社顧問 

平成15年３月 当社入社 社長室付 

平成15年７月 当社管理本部長 

平成16年１月 当社執行役員管理本部長 

平成17年５月 当社取締役管理本部長 

株式会社レインズインターナショ

ナル取締役（現任） 

平成18年１月 当社常務取締役グループ管理本部

長（現任） 

22 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役  監査本部長 塚田 典夫 昭和26年1月15日生 

昭和48年４月 日本鉱業株式会社（現 新日鉱ホ

ールディングス株式会社）入社 

昭和63年12月 Gould Inc.（現 Gould Electroni

cs Inc.）出向 

平成７年６月 株式会社ジャパンエナジー医薬・

バイオ事業部管理室主席参事 

平成10年11月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン出向 

平成11年１月 同社あんしんセンター所長 

平成12年２月 同社取締役 

平成13年８月 株式会社デリスタウン代表取締役 

平成14年４月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン常務取締役 

平成15年６月 株式会社ジャパンエナジー退社 

平成16年11月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン常務取締役 ＦＣサポート

本部管掌 

平成17年５月 当社取締役統括本部長 

株式会社フードレーベル監査役

（現任） 

平成17年６月 株式会社コスト・イズ監査役（現

任） 

平成18年１月 当社取締役グループ監査本部長

（現任） 

平成18年２月 株式会社ブランドファクトリー監

査役（現任） 

株式会社成城石井監査役（現任） 

平成18年３月 株式会社レインズインターナショ

ナル監査役（現任） 

株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン監査役（現任） 

株式会社テンポリノベーション監

査役（現任） 

10 

常勤監査役  秋沢 志篤 昭和18年７月１日生 

昭和41年４月 共同石油株式会社（現 株式会社

ジャパンエナジー）入社 

平成２年６月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン出向 常務取締役 

平成３年６月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン代表取締役社長 

平成10年10月 東京フットボールクラブ株式会社

取締役 

平成14年６月 株式会社ジャパンエナジー退社 

平成16年８月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン代表取締役会長 

平成17年５月 株式会社レックス・ホールディン

グス 顧問 

平成18年１月 株式会社エーエム・ピーエム・ジ

ャパン特別顧問 就任（現任） 

平成18年３月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

 



（注）１．監査役 小川 清 および 監査役 俵谷 星舟 は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役  小川 清 昭和２年11月１日生 

昭和21年２月 赤坂税務署入署 

昭和39年７月 葛飾税務署係長 

昭和42年７月 東京国税局協議団入団 

昭和45年５月 東京国税不服審判所国税審査官

昭和48年７月 中野税務署国税調査官 

昭和56年７月 甲府税務署特別国税調査官 

昭和59年７月 厚木税務署筆頭特別国税調査官

昭和61年８月 税理士開業 

平成12年３月 当社監査役 

平成13年３月 当社常勤監査役 

平成18年３月 当社監査役（現任） 

16 

監査役  俵谷 星舟 昭和11年５月８日生 

昭和47年７月 株式会社小池書院代表取締役社長 

平成８年５月 株式会社蒼英社代表取締役社長

（現任） 

平成12年４月 大阪芸術大学芸術学部映像学科教

授 

平成14年４月 大阪芸術大学芸術学部文芸学科

長 教授 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

平成15年９月 株式会社小池書院相談役（現任） 

平成17年４月 大阪芸術大学芸術学部キャラクタ

ー造形学科長 教授（現任） 

－ 

    計 33,476 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当グループでは、株主様をはじめ、顧客、加盟店、取引先、従業員、地域社会等さまざまなステークホルダー

の期待を上回り続ける事を「感動創造」と定義し、経営理念として掲げております。 

持ち株会社である株式会社レックス・ホールディングスは、事業運営にあたる各事業会社が、グループ経営戦略

理念に基づき行う自主的な施策を尊重しつつ、グループシナジーが最大限発揮できるようグループ全体の戦略の

決定、経営管理、経営資源の適正配分、及び資本政策の決定を行うことにより、効果的なグループ統制と経営企

業価値を高め成長することができると考えております。 

 当グループのガバナンス体制は、取締役会、監査役会制度を軸としております。また、取締役の任期を1年

（19期株主総会決議後）とし、取締役の責任を明確化させております。 

情報開示と説明責任の重要性を認識し、株主様や投資家の皆様には、公正かつタイムリーな情報開示を進めると

共に、決算説明会などのＩＲ活動を通じ、経営の透明性を計っております。 

 ２．コーポレートガバナンスに関する実施状況 

① 監査役会と内部監査 

  当社では、監査役が取締役会へ出席、取締役からの聴取、業務・財産等に関する調査を通じ、取締役の職務遂

行を監査しております。また、原則として3ヶ月に1回の監査役会を開催し、情報交換と協議を行っております。

 また当社では、社長直轄部門として、内部監査室を設け1名を配置し、当社の業務全般につき監査を実施する

事により、業務の妥当性、効率性を検証しております。 

 株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン、株式会社成城石井のグループ化に伴い、社長直轄部門を新設し、グ

ループ横断的な組織として「グループ監査本部」を本年1月に新設し、子会社の内部監査室及び監査役との連携

強化、情報共有などを含む監査職務においてもシナジー効果が発揮できる体制を構築いたしました。 

 コンプライアンス室を同時期に設立し、グループコンプライアンス体制整備、構築を推進しております。 

② 会社経営の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織 

 当社は定例取締役会と必要に応じ臨時取締役を開催し、法令、定款その他の社内規程で定められた事項につい

て決議し、取締役の業務遂行状況を監督すると共に、当グループに重要な事項につき迅速な意思決定を行ってお

ります。 

 当社は、各事業会社の代表者会議を適時開催し、重要事項につき報告、審議及び決定を行っております。 

③ その他 

 当社では、社外取締役を選任しておりません。しかし、弁護士、会計監査人、税理士より適時助言及び指導を

受けております。 



    株式会社レックス・ホールディングス ガバナンス体制 概要図 

 ３．役員報酬の内容 

 ４．監査報酬の内容 

 ５．業務を執行した公認会計士の氏名、継続関与年数及び所属する監査法人 

 （注）継続関与年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

    監査業務に関わる補助者の構成 

    公認会計士 ５名  会計士補 １６名  その他 －名 

社内取締役の年間報酬総額 135,439千円 

監査役の年間報酬総額 10,500千円 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21,000千円 

上記以外の報酬 3,150千円 

公認会計士の氏名等   所属する監査法人 

    加藤 善孝  

業務執行社員   宮崎 哲  優成監査法人 

    本間 洋一  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び第18期事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表並びに当連結

会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）及び第19期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月

31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、優成監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※２  20,507,947   20,790,475  

２．受取手形及び売掛金   6,666,617   10,198,604  

３．完成工事未収入金   1,039,564   1,032,630  

４．たな卸資産   4,600,831   5,590,826  

５．繰延税金資産   401,051   596,041  

６．未収入金   8,468,752   10,697,220  

７．加盟店貸勘定   3,624,460   3,710,189  

８．その他   3,653,803   4,067,663  

貸倒引当金   △184,516   △362,197  

流動資産合計   48,778,512 48.2  56,321,454 55.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  29,558,097   18,493,774   

減価償却累計額  8,695,319 20,862,777  5,347,357 13,146,417  

(2）器具及び備品  13,861,937   5,930,770   

減価償却累計額  8,685,070 5,176,867  2,887,995 3,042,774  

(3）土地    79,520    79,520  

(4) 建設仮勘定   204,834   191,143  

(5) その他  28,905   30,930   

  減価償却累計額  16,875 12,029  19,583 11,347  

有形固定資産合計   26,336,030 26.0  16,471,203 16.2 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   849,866   976,100  

(2）連結調整勘定   378,740   215,449  

(3）その他   180,934   183,848  

無形固定資産合計   1,409,541 1.4  1,375,398 1.4 

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１,2  1,457,602   2,025,985  

(2）長期前払費用   3,494,599   4,407,335  

(3）繰延税金資産   416,253   243,793  

(4）敷金・保証金   18,999,059   20,168,006  

(5）その他   2,926,562   3,305,280  

貸倒引当金   △2,543,526   △2,521,830  

投資その他の資産合計   24,750,551 24.4  27,628,570 27.1 

固定資産合計   52,496,122 51.8  45,475,172 44.7 

資産合計   101,274,634 100.0  101,796,626 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   30,451,946   21,708,839  

２．工事未払金   665,949   1,524,232  

３．短期借入金   8,485,672   315,760  

４．一年以内返済予定長期
借入金 

 ※２  6,013,500   6,694,664  

５．一年以内償還予定社債   －   400,000  

６．未払金   4,895,354   5,354,544  

７．未払法人税等   1,080,927   1,771,695  

８．預り金   5,377,716   4,821,861  

９．賞与引当金   384,884   149,628  

10. 閉店損失引当金   1,173,194   117,996  

11．その他   2,440,004   3,933,873  

流動負債合計   60,969,151 60.2  46,793,097 46.0 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   －   1,600,000  

２．長期借入金  ※２  20,736,036   29,712,646  

３. 繰延税金負債   122,130   214,361  

４. 退職給付引当金   111,146   162,839  

５. 役員退職慰労引当金   20,050   19,350  

６．その他   4,681,813   4,587,703  

固定負債合計   25,671,177 25.3  36,296,901 35.6 

負債合計   86,640,328 85.5  83,089,999 81.6 

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（少数株主持分）        

少数株主持分   5,640,756 5.6  6,235,533 6.1 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  8,759,926 8.6  8,970,521 8.8 

Ⅱ 資本剰余金   8,994,983 8.9  9,064,413 9.0 

Ⅲ 利益剰余金   △8,574,426 △8.5  △5,803,460 △5.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  8,070 0.0  330,191 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △26,496 △0.0  77,935 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※４  △168,508 △0.1  △168,508 △0.2 

資本合計   8,993,549 8.9  12,471,093 12.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  101,274,634 100.0  101,796,626 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   80,465,680 100.0  148,373,104 100.0 

Ⅱ 売上原価   44,235,751 55.0  78,984,050 53.2 

売上総利益   36,229,928 45.0  69,389,054 46.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  732,829   764,004   

２．役員報酬  279,660   448,277   

３．給料手当  9,918,921   15,736,237   

４．退職給付費用  17,834   92,599   

５．賞与  501,458   812,824   

６．賞与引当金繰入額  153,799   374,842   

７．法定福利費  717,341   1,208,115   

８．福利厚生費  160,566   405,807   

９．支払手数料  2,182,296   2,971,742   

10．地代家賃  6,288,092   14,495,771   

11．減価償却費  1,887,288   3,516,664   

12．リース料  2,672,787   7,734,223   

13．水道光熱費  1,487,961   1,992,122   

14．消耗品費  925,993   888,446   

15．衛生費  441,277   718,073   

16．貸倒引当金繰入額  45,873   368,676   

17．連結調整勘定償却額  149,391   163,291   

18．その他  2,967,709 31,531,085 39.2 10,117,020 62,808,740 42.3 

営業利益   4,698,842 5.8  6,580,313 4.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  34,857   111,809   

２．受取配当金  6,733   18,384   

３．賃貸不動産収入  401,536   422,685   

４．為替差益  25,065   50,733   

５．受取手数料  68,887   84,710   

６．その他  223,901 760,982 1.0 477,848 1,166,172 0.8 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  316,422   733,497   

２．新株発行費  49,794   ―   

３．賃貸不動産家賃  455,070   421,454   

４．その他  71,568 892,855 1.1 220,696 1,375,648 0.9 

経常利益   4,566,969 5.7  6,370,837 4.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※１ 28,401     124,014     

２．投資有価証券売却益   －     156,712     

３．受取補償金   －     168,360     

４．関係会社株式売却益   1,803,768     －     

５. 金利スワップ解約益   －     365,252     

６. 過年度割戻金    －     179,698     

７．その他   64,546 1,896,717 2.4 106,555 1,100,594 0.7 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 2,155,733   288,086   

２．固定資産売却損 ※３ 72,692   103,170   

３．加盟契約解除損  214,056   78,019   

４．割戻契約解除損  －   177,021   

５．商品廃棄損  －   178,656   

６．連結調整勘定償却額  14,097,446   －   

７．店舗閉店損  －   425,908   

８．その他  1,745,591 18,285,520 22.7 239,664 1,490,526 1.0 

税金等調整前当期純利
益又は当期純損失(△) 

  △11,821,834 △14.7  5,980,905 4.0 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,068,143   2,414,144   

法人税等調整額  △169,285 898,858 1.1 △154,198 2,259,946 1.5 

少数株主利益又は少数
株主損失(△） 

  △489,982 △0.6  643,907 0.4 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

  △12,230,709 △15.2  3,077,051 2.0 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,813,687  8,994,983 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１. 増資による新株の発行  5,181,296   ―   

２. 新株予約権の行使によ
る増加 

 ― 5,181,296 69,430 69,430 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   8,994,983  9,064,413 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,914,947  △8,574,426 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  － － 3,077,051 3,077,051 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

  １．配当金  258,663   306,085   

２．当期純損失  12,230,709 12,489,372 ― 306,085 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △8,574,426  △5,803,460 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

科  目 
 

前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー       

税金等調整前当期純利益または純

損失(△)   △11,821,834 5,980,905 

減価償却費   1,887,288 3,516,664 

連結調整勘定償却額   14,246,838 163,291 

有価証券売却益   △1,803,768 △156,712 

有形固定資産除却損   2,155,733 288,086 

有形固定資産売却益   － △124,014 

有形固定資産売却損   72,692 103,170 

貸倒引当金の増加額   130,084 157,231 

賞与引当金の減少額   △301,206 △234,311 

退職給付引当金の増加額   111,146 51,693 

役員退職慰労引当金の減少額   △101,530 △700 

受取利息及び受取配当金   △41,591 △130,194 

支払利息   316,422 733,497 

新株発行費   49,794 － 

為替差益   △14,100 △5,147 

売上債権の増減額(△は増加)   677,435 △3,678,493 

たな卸資産の増加額   △696,622 △1,381,569 

前払費用の増減額（△は増加）   △362,898 69,280 

仕入債務の増減額（△は減少）   9,835,473 △7,437,293 

その他の流動資産の増加額   △1,117,100 △3,422,180 

未払金の増減額(△は減少)   △106,140 3,251,866 

その他の流動負債の増加額   1,298,347 620,341 

その他   △1,439,021 △1,864,222 

  小計   12,975,442 △3,498,809 

 利息及び配当金の受取額   18,555 130,194 

 利息の支払額   △260,638 △684,719 

 リース解約損支払額   － △48,890 

 法人税等の支払額   △1,487,245 △1,986,349 

 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー   11,246,114 △6,088,574 

        

 



科  目 
 

前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー       

 定期預金の預入による支出   △121,011 △151,012 

  定期預金の戻入による収入   121,011 151,011 

  有形固定資産の取得による支出 ※３ △2,594,870 △3,923,866 

  有形固定資産の売却による収入   51,487 11,569,517 

 投資有価証券の取得による支出   △38,250 △294,254 

 投資有価証券の売却による収入   1,500,000 447,063 

 連結子会社株式の追加取得による

支出   △3,750,028 － 

 連結子会社株式の売却による収入   3,325,792 － 

 営業譲受による支出   △153,551 － 

 貸付による支出   △7,255 △652,467 

 貸付金の回収による収入   28,592 458,091 

 ソフトウェアの取得による支出   △138,201 △507,261 

 長期前払費用の取得による支出   △143,559 △1,845,331 

 敷金・保証金の取得による支出   △690,266 △944,103 

 敷金・保証金の返還による収入   360,753 206,860 

連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の取得による支出 ※２ 
△21,000,401 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社

出資金の売却による収入   
－ 222,044 

 その他   △157,887 △469,016 

 投資活動によるキャッシュ・フロ

ー   △23,407,647 4,267,276 

        

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー       

 短期借入金の増減額(△は減少)   100,000 △8,079,912 

 割賦購入未払金の返済による支出   △902,977 △1,922,755 

 長期借入金の借入による収入   16,471,000 20,756,210 

 長期借入金の返済による支出   △1,964,000 △11,098,436 

 社債の発行による収入   － 1,992,750 

 株式の発行による収入   10,330,040 280,025 

 少数株主からの払込による収入   － 13,227 

 自己株式の取得による支出   △168,950 － 

 配当金の支払額   △258,663 △305,305 

  少数株主への配当金支払額   － △34,652 

 その他   366,342 365,252 

 財務活動によるキャッシュ・フロ

ー   23,972,792 1,966,403 

        

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額   5,542 137,423 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   11,816,800 282,528 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   8,540,134 20,356,935 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 20,356,935 20,639,463 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数    16 社 

 主要な連結子会社名は「第１ 企業

の概況 4 関係会社の状況」に記載

しているため、省略しております。 

新たに連結子会社となった社数 

９社 

主な社名と新規連結の理由 

株式会社 エーエム・ピーエム・

ジャパン 

株式会社 成城石井 

REINS INTERNATIONAL(SINGAPORE)

PTE.LTD. 

 上記３社は株式の新規取得によ

り、連結子会社に含めました。 

 なお、株式会社エーエム・ピーエ

ム・ジャパン、株式会社デリスタウ

ンは平成16年９月30日中間決算期末

をみなし取得日としましたことによ

り、損益計算書及びキャッシュ・フ

ロー計算書につきましては、平成16

年10月１日から平成16年12月31日ま

でを連結しております。 

 また、株式会社成城石井、有限会

社成城石井セントラルキッチン、東

京ヨーロッパ貿易有限会社、有限会

社ウィック、有限会社コンサルタス

は平成16年８月31日中間決算期末を

みなし取得日としましたことによ

り、損益計算書及びキャッシュ・フ

ロー計算書につきましては平成16年

９月１日から平成16年12月31日まで

を連結しております。 

(1）連結子会社の数    14 社 

 主要な連結子会社名は「第１ 企業

の概況 4 関係会社の状況」に記載し

ているため、省略しております。 

 有限会社ウィックについては保有持

分を売却したことにより、当連結会計

年度より連結子会社から除外しており

ます。 

 また、前連結会計年度において連結

子会社でありましたレッドロブスター

ジャパン株式会社は、連結子会社であ

る株式会社アートフードインターナシ

ョナル（現 株式会社レインズインター

ナショナル）と合併しましたため、連

結の範囲から除いております。 

  

  

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

株式会社 デリスカンパニー 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び剰余

金はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためでありま

す 。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

株式会社 デリスカンパニー他 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び剰余

金はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためでありま

す 。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

２．持分法の適用に関する

事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

該当事項はありません。 

(1）持分法適用の関連会社数 

同左 

 (2) 持分法を適用しない主要な非連結子

会社及び関連会社の名称等 

株式会社 デリスカンパニー 

株式会社 白金エージェンツ 

株式会社 東京エーアンドピーエム

株式会社 コランダム 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社は小規模であり、それ

ぞれ連結純損益及び連結剰余金に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法を

適用しておりません。 

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会

社及び関連会社の名称等 

     同左 

  

  

  

  

  

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社のうちREINS  

INTERNATIONAL (USA) CO., LTD.、東京

牛角股份有限公司、VR Partners,Inc.、

REINS INTERNATIONAL(SINGAPORE)

PTE.LTD.の決算日は、平成16年10月31日

であります。  

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

 ただし、平成16年11月１日から連結決

算日平成16年12月31日までの期間で発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 なお、株式会社エーエム・ピーエム・

ジャパン、株式会社デリスタウン、株式

会社成城石井、有限会社成城石井セント

ラルキッチン、東京ヨーロッパ貿易有限

会社、有限会社ウィック、有限会社コン

サルタスは当連結会計年度より決算日を

12月31日に変更しております。 

 連結子会社のうちREINS  

INTERNATIONAL (USA) CO., LTD.、東京牛

角股份有限公司、

REINS INTERNAIONAL CALIFORNIA,INC、

REINS INTERNATIONAL(SINGAPORE)

PTE.LTD.の決算日は、平成17年10月31日

であります。  

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

 ただし、平成17年11月１日から連結決

算日平成17年12月31日までの期間で発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

  

（1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ）子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

イ）子会社株式および関連会社株式 

     同左 

 ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ハ）デリバティブ 

原則として時価法 

ハ）デリバティブ 

同左 

 ニ）たな卸資産 

商品 

外食事業およびスーパーマーケッ

ト事業（ただし、酒類を除く）は

最終仕入原価法、スーパーマーケ

ット事業における酒類は移動平均

原価法による原価法、コンビニエ

ンスストア事業は売価還元法によ

る原価法 

ニ）たな卸資産 

 商品 

      同左    

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品    

          同左 

 原材料 

倉庫 個別法による原価法 

店舗 最終仕入原価法 

原材料 

倉庫    同左 

店舗    同左 

 未着品 

個別法による原価法 

未着品 

      同左   

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 ただし、連結子会社の一部において

は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

イ）有形固定資産 

        同左 

  

  

  

 建物及び構築物 ３～50年 

器具及び備品 ２～15年 

    

    

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ロ）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

ロ）無形固定資産 

同左 

 ハ）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

ハ）長期前払費用 

同左 

（3）重要な繰延資産の減価

償却の方法 

――――― 

   

イ）繰延資産 

   社債発行費は、支出時に全額費用処

  理しております。 

（4）重要な引当金の計上基

準 

イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ）貸倒引当金 

同左 

 ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、賞与支

給見込額に基づき計上しております。 

ロ）賞与引当金 

同左 

 ハ）退職給付引当金 

 当社の連結子会社の一部において、

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。  

 会計基準変更時差異については、５

年による均等額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法に按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

ハ）退職給付引当金 

        同左 

  

  

 ニ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

当社連結子会社の一部は役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

ニ）役員退職慰労引当金 

        同左 

 ホ）閉店損失引当金 

 当社及び国内連結子会社は、店舗閉

店に伴い発生する損失に備え、合理的

に見込まれる不動産賃借中途解約金、

原状回復費等の閉店関連損失見込額を

計上しております。 

ホ）閉店損失引当金 

        同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

同左 

（6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

（7）重要なヘッジ会計の方

法 

イ）へッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしている

場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の要件を充たしている

場合には特例処理を採用しておりま

す。 

イ）へッジ会計の方法 

同左  

 ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

 当社規程に基づき、金利変動リス

ク、為替変動リスクをヘッジしており

ます。 

 当連結会計期間にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

通りであります。  

ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

同左 

 当連結会計期間にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

通りであります。  

 ａ．ヘッジ手段 

為替予約 

ａ．ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

原材料輸入による外貨建買入

債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

 ｂ．ヘッジ手段 

金利スワップ  

ｂ．ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

 ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本等とヘッジ対象の元

本等が一致しており、金利スワップの

特例処理の要件に該当すると判定され

るため、当該判定をもって有効性の判

定に代えております。 

ハ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

 



表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

  

イ）消費税等の会計処理 

同左 

  

     

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、原

則として５年間の均等償却を行ってお

ります。 

 なお、借方発生額のうちその効果の

発現する期間を合理的に見積もること

が困難なものについては、発生時に一

括償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「未収入金」は、前連結会計年度まで、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において、資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「未収入金」は1,241,531

千円であります。 

 「預り金」は、前連結会計年度まで、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において、負債の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「預り金」は256,449千円

であります。 

――――――― 

        

  

  

  



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

        ―――――――  （法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計

算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以降に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。この結果、販売費

及び一般管理費が273,188千円増加しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 49,000千円 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 49,000千円 

※２ 担保に供している資産 

現金預金 150,000千円 

投資有価証券 242,784千円 

※２ 担保に供している資産 

現金預金 150,000千円 

投資有価証券 313,945千円 

   上記資産は、1年以内に返済予定の長期借入金

100,784千円、長期借入金290,000千円の担保に供し

ております。 

   上記資産は、1年以内に返済予定の長期借入金

190,000千円、長期借入金100,000千円の担保に供し

ております。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式 122,729株で

あります。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式124,029株であ

ります。 

※４ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式394

株であります。  

※４ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

 394株であります。  

  ５ 当社及び連結子会社は運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。 

    この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の 

   とおりであります。    

当座貸越極度額 10,100,000千円 

借入実行残高 7,300,000千円 

差引額 2,800,000千円 

  ５ 当社及び連結子会社は運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行4行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。 

    この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の 

   とおりであります。    

当座貸越極度額 3,100,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 3,100,000千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

建物 285千円 

土地 23,794 

その他 4,321 

計 28,401千円 

建物 99,820千円 

器具及び備品 24,125  

その他 68 

計 124,014千円 

※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物 734,474千円 

器具及び備品 60,538 

解体費用 1,003,072 

その他 357,649 

計 2,155,733千円 

建物 231,883千円 

器具及び備品 56,043 

解体費用 159 

計 288,086千円 

※３             ―――――――  ※３ 固定資産売却損の内訳 

 建物 83,043千円 

器具及び備品 20,070 

解体費用 57 

計 103,170千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）

現金及び預金 20,507,947千円 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 

△151,011  

現金及び現金同等物 20,356,935千円 

現金及び預金 20,790,475千円 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 

△151,012  

現金及び現金同等物 20,639,463千円 

※２. 当連結会計年度において、株式の取得により株式

会社エーエム・ピーエム・ジャパンを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに取得

価格と取得による支出（純額）との関係は次のとお

りであります。 

※２.        ―――――――  

流動資産 8,604,300千円 

固定資産 37,818,907 

連結調整勘定 12,267,432 

流動負債 △34,909,626 

固定負債 △3,243,314 

少数株主持分 △3,089,990 

資産合計 17,447,710千円 

   

株式の取得価格 17,447,710千円 

現金及び現金同等物 △1,554,296 

差引：取得による収入(純額) 15,893,413千円 

 

 ※２. 当連結会計年度において、株式の取得により株式

会社成城石井を連結したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに取得価格と取得による支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産 8,167,138千円 

固定資産 6,536,224 

連結調整勘定 41,920 

流動負債 △3,705,251 

固定負債 △1,115,373 

少数株主持分 △3,310,697 

資産合計 6,613,961千円 

   

株式の取得価格 6,613,961千円 

現金及び現金同等物 △1,506,973 

差引：取得による収入(純額) 5,106,988千円 

※２.        ―――――――  

※３．重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上した割賦購入未払金の

額は、226,588千円であります。 

※３．重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上した割賦購入未払金の

額は、1,631,089千円であります。 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１.借主側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物及び
構築物 

163 20 142 

器具及び
備品 

30,354,004 13,250,189 17,103,815 

その他 7,628,038 3,159,622 4,468,415 

合計 37,982,206 16,409,832 21,572,373 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物及び
構築物 

9,294,172 181,257 9,112,914 

器具及び
備品 

30,871,057 14,329,477 16,541,580 

その他 9,390,489 5,130,865 4,259,624 

合計 49,555,719 19,641,600 29,914,119 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,393,196千円 

１年超 15,812,428千円 

合計 22,205,624千円 

１年内 7,215,074千円 

１年超 23,421,644千円 

合計 30,636,719千円 

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 2,533,597千円 

減価償却費相当額 2,332,565千円 

支払利息相当額 233,912千円 

支払リース料 7,208,367千円 

減価償却費相当額 6,553,464千円 

支払利息相当額 700,619千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保

証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 ――――――― オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

 １年内 20,752千円 

１年超 27,377千円 

合計 48,130千円 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

――――――― 

２．貸主側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び
備品 

65,382 2,262 63,119 

合計 65,382 2,262 63,119 

  (2）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 15,802千円 

１年超 75,970千円 

合計 91,773千円 

  (3）当期の受取リース料、減価償却費相当額及び受取利

息相当額 

 

  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

及び見積残存価格合計額が、営業債権の期末残高等に

占める割合が低いため、受取利子込み法によっており

ます。 

受取リース料 3,189千円 

減価償却費相当額 2,262千円 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

2.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日) 

3．時価のない主な有価証券の内容 

   

 種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 597,993 1,025,932 427,939 698,693 1,682,800 984,106 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 200,000 214,240 14,240 200,000 206,800 6,800 

(3）その他 － － － － － － 

小計 797,993 1,240,172 442,179 898,693 1,889,600 990,907 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 77,845 62,604 △15,241 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 77,845 62,604 △15,241 － － － 

合計 875,838 1,302,776 426,938 898,693 1,889,600 990,907 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

447,063 156,712 ― 

種類 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 6,500 6,500 

関連会社株式 42,500 42,500 

(2）その他有価証券   

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
115,825 63,675 



4．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 － － － － － － － － 

(3）その他 － － 200,000 － － － 200,000 － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 － － 200,000 － － － 200,000 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

(1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワッ

プ取引であります。 

(2）取引に関する取組方針 

 当社グループは、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループは、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利

用しております。また、金利関連では借入金の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建買入債務及び外貨建予定取引に係るヘッジ会計は、繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、金利スワップ取引のヘッジ会計は、特例処理によっております。 

② ヘッジの手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

為替予約 

ヘッジ対象 

原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

ｂ．ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

借入金 

③ ヘッジ方針 

 将来の為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッジ手段の想定元

本等とヘッジ対象の元本等が一致しており、金利スワップの特例処理の要件に該当すると判定されるた

め、当該判定をもって有効性の判定に代えております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 通貨関連における為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しており、金利関連における金利スワ

ップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、当該デリバティブ取引の契約先はいずれも信

用度の高い国内の銀行であり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引に係る締結業務は財務部経理課が担当しており、契約締結については社内規程に基づき

決裁を受けております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 



当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

(1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワッ

プ取引であります。 

(2）取引に関する取組方針 

 当社グループは、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループは、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利

用しております。また、金利関連では借入金の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 外貨建買入債務及び外貨建予定取引に係るヘッジ会計は、繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、金利スワップ取引のヘッジ会計は、特例処理によっております。 

② ヘッジの手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

為替予約 

ヘッジ対象 

原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

ｂ．ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

借入金 

③ ヘッジ方針 

 将来の為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッジ手段の想定元

本等とヘッジ対象の元本等が一致しており、金利スワップの特例処理の要件に該当すると判定されるた

め、当該判定をもって有効性の判定に代えております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 通貨関連における為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しており、金利関連における金利スワ

ップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、当該デリバティブ取引の契約先はいずれも信

用度の高い国内の銀行であり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引に係る締結業務は財務部経理課が担当しており、契約締結については社内規程に基づき

決裁を受けております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 



２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

      デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注) １．時価の算定方法 

      期末の時価は先物相場を使用しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

      デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注) １．時価の算定方法 

      期末の時価は先物相場を使用しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

為替予約取引 

 買建 

  米ドル 

172 158 △14 

市場取引以外の取引 

為替予約取引 

 買建 

ユーロ 

329 358 29 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

為替予約取引 

 買建 

  米ドル 

80 87 7 

市場取引以外の取引 

為替予約取引 

 買建 

ユーロ 

210 225 14 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度 

 当社の連結子会社の一部については、適格退職年金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）会計基準変更時差異の費用処理額は、特別損失として処理しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

退職給付債務（千円） 422,467 445,265 

（1）年金資産（千円） 269,606 319,185 

（2）退職給付引当金（千円） 111,146 162,839 

（3）未認識過去勤務債務（千円） － － 

（4）未認識数理計算上の差異（千円） 39,539 △36,759 

（5）会計基準変更時差異の未処理額（千円） 2,175 － 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

退職給付費用（千円） 20,010 92,509 

（1）勤務費用（千円） 12,802 51,209 

（2）利息費用（千円） 1,910 8,449 

（3）期待運用収益（減算）（千円） △598 △2,696 

（4）会計基準変更時差異の費用処理額（千円） 2,175 2,175 

（5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 3,720 33,370 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

（1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

（2）割引率（％） 2.0 2.0 

（3）期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

（4）数理計算上の差異の処理年数（年） 5 

（各連結会計年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定

額法により按分した金

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。） 

5 

（各連結会計年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定

額法により按分した金

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。） 

（5）会計基準変更時差異の処理年数（年） 5 5 



（税効果会計関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

（繰延税金資産）   

未払事業税否認額 80,263千円 

未払事業所税否認額 18,916 

賞与引当金繰入超過額 155,179 

商品評価損 166,018 

その他 99,588 

繰延税金資産小計 519,965  

 評価性引当金 116,456  

 繰延税金資産合計 403,509千円 

（繰延税金負債）   

貸倒引当金調整額 628千円 

その他 1,830 

繰延税金負債合計 2,458 

繰延税金資産（流動）

の純額 
401,051千円 

（繰延税金資産）   

未払事業税否認額 186,853千円 

未払事業所税否認額 26,199 

賞与引当金繰入超過額 47,242 

商品評価損 77,130 

前受収益否認 213,141 

その他 91,551 

繰延税金資産小計 642,115  

 評価性引当金 △46,074  

 繰延税金資産合計 596,041千円 

 (2）固定の部 (2）固定の部 

 （繰延税金資産）   

前受収益加算 3,229千円 

預り金否認額 55,041 

繰越欠損金 10,822,621 

投資有価証券評価損否

認 
84,265 

貸倒引当金 1,127,751 

その他 910,957 

繰延税金資産小計 13,003,866 

評価性引当金 12,536,187 

繰延税金資産合計 467,678千円 

（繰延税金負債）   

有価証券評価差額 173,555千円 

繰延税金負債合計 173,555千円 

繰延税金資産（固定）

の純額 
294,123千円 

（繰延税金資産）   

繰越欠損金 4,184,085千円 

投資有価証券評価損

否認 
84,327 

減価償却費超過額 179,019 

退職給付引当金 82,888 

閉店損失引当金繰入

否認額 

195,097 

貸倒引当金繰入超過

額 

1,211,455 

その他 305,505 

繰延税金資産小計 6,242,375 

 評価性引当金 △5,675,359 

繰延税金資産合計 567,016千円 

     

（繰延税金負債）   

有価証券評価差額 537,584千円 

繰延税金負債合計 537,584千円 

繰延税金資産（固

定）の純額 
29,431千円 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因

となった主な項目別の内

訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との差異については、税金

等調整前当期純損失が計上されているた

め、記載を省略しております。  

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）   

   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

2.5 

住民税均等割等 2.6 

税務上の繰越欠損金の
利用 

△19.1 

税効果未認識子会社の
繰越欠損金増加額 

4.8 

連結調整勘定償却によ
る影響 

7.2 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の 
法人税等負担率 

37.8 ％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年１月１日至平成16年12月31日） 

 外食事業 

 直営事業 

 

牛角 

(千円) 

温野菜 

(千円) 

鳥でん 

(千円) 

土間土間 

(千円) 

レッドロブ 

スター 

(千円) 

その他 

(千円) 

計 

(千円) 

Ⅰ.売上高及び営業利益        
 売上高        
 (1)外部顧客に対する 

    売上高 5,554,192 1,963,067 3,699,835 6,026,789 7,134,088 4,526,266 28,904,239 

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 － － － － 32 5,259 5,291 

計 5,554,192 1,963,067 3,699,835 6,026,789 7,134,120 4,531,525 28,909,530 

 営業費用 4,876,988 1,880,021 3,575,158 5,157,057 7,008,969 4,559,782 27,057,978 

 営業利益(又は営業 

 損失) 677,204 83,045 124,677 869,731 125,150 △28,257 1,851,552 

Ⅱ.資産、減価償却費 

 及び資本的支出        
 資産 1,824,867 858,861 1,739,718 1,902,129 3,612,776 3,202,116 13,140,468 

 減価償却費 184,335 76,581 152,277 173,122 200,992 223,451 1,010,761 

 資本的支出 415,389 318,770 430,367 413,260 258,543 510,481 2,346,814 

 外食事業 

コンビニエンス

ストア事業 

(千円) 

スーパーマーケ

ット事業 

(千円) 

その他 

(千円)  

フランチャイズ

事業 

(千円) 

ＦＣ店舗工事 

関係事業 

(千円) 

ＦＣ店舗物流 

関係事業 

(千円) 

計 

(千円) 

Ⅰ.売上高及び営業利益        
売上高        
(1)外部顧客に対する 

   売上高 4,265,862 3,183,055 16,413,683 52,766,840 10,157,215 12,514,492 5,027,131 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 － － 5,065,825 5,071,116 4,502 － 87,247 

計 4,265,862 3,183,055 21,479,508 57,837,956 10,161,718 12,514,492 5,114,378 

 営業費用 2,376,594 2,773,454 20,337,077 52,545,105 9,672,092 12,001,098 3,765,398 

 営業利益(又は 

 営業損失) 1,889,267 409,600 1,142,431 5,292,851 489,625 513,394 1,348,980 

Ⅱ.資産、減価償却費 

  及び資本的支出        
 資産 974,858 1,101,558 5,430,560 20,647,446 57,226,618 15,500,118 841,165 

 減価償却費 11,305 3,340 8,376 1,033,783 589,750 160,494 179 

 資本的支出 － － 33,605 2,380,419 113,798 903,067 3,680 

 

計 

(千円) 

消去又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

Ⅰ.売上高及び営業利益    
売上高    
(1)外部顧客に対する 

   売上高 80,465,680 － 80,465,680 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 5,162,866 (5,162,866) － 

計 85,628,546 (5,162,866) 80,465,680 

 営業費用 77,983,694 (2,216,857) 75,766,837 

 営業利益(又は 

 営業損失) 7,644,852 (2,946,009) 4,698,842 

Ⅱ.資産、減価償却費 

  及び資本的支出    
 資産 94,215,349 7,059,285 101,274,634 

 減価償却費 1,784,208 103,080 1,887,288 

 資本的支出 3,400,965 217,506 3,618,472 



 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要な商品 

  直営事業「その他」の中には「牛角食堂」をはじめとする新業態及び子会社店舗が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理本部等の管理部

門にかかる費用であり、当連結会計年度は2,981,541千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等であり、当連結会計年度37,262,557千円

であります。 

５．当連結会計期間より、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン及び株式会社成城石井を子会社化したため、

コンビニエンスストア事業及びスーパーマーケット事業の重要性を考慮し、事業区分を追加して表示してお

ります。 

事業区分 主要品目 

外

食

事

業 

直営事業 当社外食直営店舗における飲食売上 

フランチャイズ事業 
外食フランチャイジーより加盟契約時に受け取る加盟金及びロ

イヤリティ（ＦＣ店売上の５％）売上等 

ＦＣ店舗工事関係事業 
外食ＦＣ店舗の内装工事に関する売上及びＰＯＳシステム売上

等 

ＦＣ店舗物流関係事業 外食ＦＣ店舗の食材等の物流に関する売上 

コンビニエンスストア事業 
コンビニエンスストア直営店舗における売上及びフランチャイ

ジーより受け取る加盟金、ロイヤリティ売上等 

スーパーマーケット事業 

スーパーマーケット直営店舗における売上及びフランチャイジ

ーより受け取る加盟金、ロイヤリティ売上、ＦＣ店舗への食材

の提供に関する売上等 

その他 商品売上、販売手数料、新規事業等 



当連結会計年度（自平成17年１月１日至平成17年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理本部等の管理部

門にかかる費用であり、当連結会計年度は3,603,918千円であります。 

     外食事業       

 

直営事業 

(千円) 

フランチャイズ

事業 

(千円) 

ＦＣ店舗工事

関係事業 

(千円) 

ＦＣ店舗物流

関係事業 

(千円) 

計 

(千円) 

コンビニエンス

ストア事業 

(千円) 

スーパーマーケ

ット事業 

(千円) 

Ⅰ.売上高及び営業利益        
 売上高        
 (1)外部顧客に対する 

    売上高 32,446,103 5,801,929 3,371,635 23,988,539 65,608,208 41,972,913 35,935,911 

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 － － 61,075 10,403,093 10,464,168 13,676 － 

計 32,446,103 5,801,929 3,432,710 34,391,632 76,072,376 41,986,589 35,935,911 

 営業費用 30,349,950 2,223,177 3,220,632 33,165,457 68,959,218 39,805,198 34,847,686 

 営業利益(又は営業 

 損失) 2,096,153 3,578,751 212,078 1,226,174 7,113,157 2,181,391 1,088,224 

Ⅱ.資産、減価償却費及び

資本的支出         
 資産 19,269,345 778,091 2,760,292 9,282,446 32,090,176 41,555,590 16,322,611 

 減価償却費 862,056 79,082 13,513 19,769 974,422 2,014,417 385,737 

 資本的支出 3,105,170 19,894 69,106 60,316 3,254,487 2,056,287 366,546 

   

消去又は全社 

(千円) 

連結 

(千円)  

その他 

(千円) 

合計 

(千円) 

Ⅰ.売上高及び営業利益     
売上高     
(1)外部顧客に対する 

   売上高 4,856,071 148,373,104 － 148,373,104 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 631,946 11,109,790 (11,109,790) － 

計 5,488,017 159,482,894 (11,109,790) 148,373,104 

 営業費用 6,244,206 149,856,309 (8,063,519) 141,792,790 

 営業利益(又は 

 営業損失) △756,189 9,626,584 (3,046,271) 6,580,313 

Ⅱ.資産、減価償却費及び

資本的支出      
 資産 959,888 90,928,267 10,868,359 101,796,626 

 減価償却費 11,308 3,385,885 130,779 3,516,664 

 資本的支出 71,339 5,748,661 460,523 6,209,184 

事業区分 主要品目 

外

食

事

業 

直営事業 当社外食直営店舗における飲食売上 

フランチャイズ事業 
外食フランチャイジーより加盟契約時に受け取る加盟金及びロ

イヤリティ（ＦＣ店売上の５％）売上等 

ＦＣ店舗工事関係事業 
外食ＦＣ店舗の内装工事に関する売上及びＰＯＳシステム売上

等 

ＦＣ店舗物流関係事業 外食ＦＣ店舗の食材等の物流に関する売上 

コンビニエンスストア事業 
コンビニエンスストア直営店舗における売上及びフランチャイ

ジーより受け取る加盟金、ロイヤリティ売上等 

スーパーマーケット事業 

スーパーマーケット直営店舗における売上及びフランチャイジ

ーより受け取る加盟金、ロイヤリティ売上、ＦＣ店舗への食材

の提供に関する売上等 

その他 業務代行収入、商品売上、販売手数料、新規事業等 



4.  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等であり、当連結会計年度末は13,322,139

千円であります。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 「本邦」の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 「本邦」の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

      該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

      該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 当社は平成16年２月20日付で株式１株につき４株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 73,515円75銭

１株当たり当期純損失   109,614円57銭

１株当たり純資産額     108,929円35銭

１株当たり当期純利益   20,378円34銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
  20,319円39銭

  

  

  

１株当たり純資産額 100,870円25銭

１株当たり当期純利益 25,083円84銭

 潜在株式調整後1株当たり当期

純利益 
24,510円81銭

 
前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額（△） 
    

当期純利益又は当期純損失（千円） △12,230,709 3,077,051 

普通株主に帰属しない金額（千円） －  － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（千円） 
△12,230,709 3,077,051 

期中平均株式数（株） 111,579 122,670 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

普通株式増加数（株） 77 2,867 

（うち新株予約権） (77) (2,867) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成16年３月26日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

普通株式     2,214株 

平成16年3月26日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

普通株式      2,131株 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．平成17年３月29日開催の定時株主総会において、平

成17年５月２日を期して、当社グループ内各社への権

限の委譲による意思決定のスピードアップ、及びグル

ープ全体の経営について、統一的かつ戦略的な意思決

定を行うため、外食事業その他全ての営業を分割し、

当社の100％子会社である株式会社アートフードインタ

ーナショナル(分割後「株式会社レインズインターナシ

ョナル」に商号変更予定)に承継するとともに、当社は

平成17年５月２日を期して、商号を「株式会社レック

ス・ホールディングス」に変更し、持株会社体制に移

行することを決議いたしました。 

 また、会社分割と同時にレッドロブスタージャパン

株式会社(当社の100％子会社)の株式会社アートフード

インターナショナルへの吸収合併も実行し、グループ

内の外食事業の統合化を図ることにいたしました。  

  

商号 

株式会社レックス・ホールディングス 

(株式会社レインズインターナショナル

より商号変更) 

事業内容 
株式又は持分の保有によるグループ全体

の事業活動の支配・管理 

設立年月日 昭和62年６月27日 

所在地 

東京都港区六本木一丁目８番７号(平成17年５月

２日に東京都港区六本木六丁目10番１号より移転

予定) 

資本金 8,759百万円 

総資産 33,906百万円 

決算期 12月 

分割期日 平成17年５月２日 

分割方式 

当社を分割会社とし、株式会社アートフ

ードインターナショナルを承継会社とす

る分社型吸収分割であります。 

 １．平成17年11月18日開催の取締役会において、平成18 

   年2月20日付をもって、投資単位の引下げと流通株式 

    の増加により、投資しやすい環境の整備と当社株式の

     流通活性化および株主数の増加を図るため、株式を分

     割することを決議し、実行いたしました。 

   (1) 平成18年2月20日付をもって普通株式１株を２ 

          株に分割する 

      ① 分割により増加する株式数 

           普通株式とし平成17年12月31日[ただし、当日 

           は名義書換代理人の休業日につき、実質上は 

           平成17年12月30日]最終の発行済株式数に１を 

           乗じた株式数とする。 

        ② 分割の方法 

           平成17年12月31日[ただし、当日は名義書換代 

           理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30

           日]最終の株主名簿および実質株主名簿に記載 

           された株主の所有普通株式１株につき２株の分

           割をもって分割する。 

       (2) 配当起算日 

          平成18年１月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当期における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

 36,757円87銭 50,435円12銭

１株当たり当期純損失 １株当たり当期純利益 

 54,807円28銭 12,541円92銭

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期

純損失であるため記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

 12,255円40銭

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

２．平成17年３月29日開催の定時株主総会において、当

社ならびに当社子会社の取締役および従業員の当社に

対する経営参画意識を喚起し、業績向上に対する貢献

意欲や士気をより一層高めることを目的として、商法

第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下

の要領により、ストックオプションとして新株予約権

を発行することを決議いたしました。 

 なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提

出会社の状況 １．株式の状況(7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

(1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社ならびに当社子会社の取締役及び従業員 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 普通株式2,000株を上限とする。 

(3）新株予約権の総数 

 2,000個を上限とする（新株予約権１個当たりの目

的たる株式数は１株とする）。 

(4）新株予約権の発行価格 

 無償とする。 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く）における日本証券業協会

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終

価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価

格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）

を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格を

払込金額とする。 

(6）新株予約権の権利行使期間 

 平成19年６月１日から平成23年５月31日までとす

る。 

２．平成17年12月13日開催の取締役会において、平成18年

2月21日を期して、首都圏と関西を中心に高級スーパー

マーケット事業を展開する株式会社成城石井を、株式交

換により完全子会社化することを決定し、実行いたしま

した。 

 同社は2004年10月に創業者一族からの株式譲渡によ

り、当社が経営権を取得し連結子会社化したものであり

ます。 

 現在当社グループでは、外食事業に続き小売事業にお

いてもコンビニエンス・ストア（CVS）多業態戦略を基

軸とした中長期の成長戦略を描いており、従来の高級ス

ーパーマーケット事業に加え同社のブランド力を活かし

た高級コンビニエンス・ストアとして成城マーケットを

展開する予定であります。 

 そのような背景から、同社は今後のグループ成長戦略

において極めて重要な位置づけとなり、グループ経営の

機動性、親和性などを高めることが、中期経営計画の実

現に大きく寄与するものと判断いたしました。 

（１）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 

平成17年12月13日 株式交換契約書の承認取締役会 

平成17年12月13日 株式交換契約書の締結 

平成18年２月21日 株式交換日・株券交付日 

(注) 株式会社レックス・ホールディングスは簡易株式交

換のため、株式交換契約書の承認株主総会は行いま

せん。  

②株式交換比率 

1.株式の割当比率 

  株式会社レックス・ホールディングス 

            （完全親会社）  1 

 株式会社成城石井    (完全子会社) 0.0056   

  株式会社成城石井株式１株につき、株式会社レック

ス・ホールディングス株式0.0056株を割当交付しま

す。ただし、株式会社レックス・ホールディングスが

保有する株式会社成城石井の普通株式3,892,259株に

ついては、割当交付を行いません。なお、交換比率は

平成18年2月20日に実行した株式会社レックス・ホー

ルディングスの株式分割の効力発生後の発行済株式総

数を前提としたものです。    

2.株式の交換比率の算定根拠 

  株式会社レックス・ホールディングスは日興コーデ

ィアル証券株式会社に、株式会社成城石井は朝日ビジ

ネスソリューション株式会社に、それぞれ株式交換比

率の算定を依頼し、その算定結果を参考として両社間

で協議し、決定しました。 

3.第三者機関による算定結果算定方法及び算定根拠 

  日興コーディアル証券株式会社は株式会社レック

ス・ホールディングスについて、市場株価方式による

分析を行い、株式会社成城石井について、DCF方式及

び修正簿価純資産方式による分析を行い、その結果を

総合的に勘案して株式会社レックス・ホールディング

ス及び株式会社成城石井の株式交換比率を算定いたし

ました。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 4.株式交換により割当交付する株式数  

  株式会社レックス・ホールディングスは株式交換

に際し、普通株式9,282.77株を発行し、株式会社レ

ックス・ホールディングスを除く株式会社成城石井

の株主に割当てます。   

5.交付株式に対する配当起算日 

平成18年１月１日 

③株式交換交付金 

 該当事項はありません。  

（2）株式交換の当事会社の概要   

 ① 商号 

株式会社 成城石井 

 ② 事業内容 

 食料品専門スーパーマーケット、輸入、卸販売、ス

ーパーマーケット事業ソフトの販売・指導 

 ③ 規模（平成17年12月期） 

 売上高   35,493百万円 

経常利益   1,140百万円 

総資産   16,277百万円 

純資産   10,620百万円 

資本金      340百万円 

３．当社は、平成18年１月20日開催の取締役会におい

て、子会社の設立及び子会社間の営業権の一部譲渡を

下記のとおり決議いたしました。 

（1）子会社の概要について  

（2） 子会社設立及び子会社間の営業権の一部譲渡の

理由について 

  消費者需要の多様化が進む中、極めて優良な多業

態戦略を推進するにあたり、業態コンセプトの確立

や商品企画力、その機動性などをより一層高い水準

で実現することを目的とし、外食事業会社である株

式会社レインズインターナショナルから、外食事業

における開発業務全般、商品開発機能、アートフー

ド事業部（高価格帯の外食事業）等を一部営業譲渡

して子会社を設立いたします。 

（3）今後の見通し（業績に与える影響について） 

  機能の大幅な向上と革新を目的としております

が、平成18年12月期における業績への影響は軽微で

あります。 

商号 株式会社ブランドファクトリー 

事業内容 

①外食事業、小売事業における開発業務

全般 

②飲食店の経営及び運営の受託 

設立年月日 平成18年2月2日 

所在地 東京都港区六本木一丁目９番９号 

資本金 50百万円 

株主構成 
株式会社レックス・ホールディングス

（100％出資） 

決算期 12月 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ４．平成18年3月29日開催の定時株主総会において、当社

ならびに当社子会社の取締役および従業員の当社に対

する経営参画意識を喚起し、業績向上に対する貢献意

欲や士気をより一層高めることを目的として、商法第

280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下の

要領により、ストックオプションとして新株予約権を

発行することを決議いたしました。 

 なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提

出会社の状況 １．株式の状況(7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

(1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社ならびに当社子会社の取締役、監査役、顧問

及び従業員 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 普通株式5,000株を上限とする。 

(3）新株予約権の総数 

 5,000個を上限とする（新株予約権１個当たりの目

的たる株式数は１株とする）。 

(4）新株予約権の発行価格 

 無償とする。 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証

券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以

下、「最終価格」という）の平均値に1.05を乗じて

得た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、当該金額が新株予約権発行の日の最終価格（当

日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の

最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の

最終価格を払込金額とする。 

(6）新株予約権の権利行使期間 

 平成20年6月1日から平成30年5月31日までとする。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）1.（）内書きは、1年以内の償還予定額であります。 

       2.連結決算日後5年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、借入金等の期中平均残高に対する加重平均利率であります。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社レック

ス・ホールディ

ングス 

第1回無担保変動利札付

社債 

平成年月日 

17.7.29 
－ 

2,000,000 

(400,000) 

6ヶ月円Ｔ

ＩＢＯＲ

に0.15％

を加えた

利率 

なし 
平成年月日 

22.7.29 

1年以内 
（千円） 

1年超2年以内 
（千円） 

2年超3年以内 
（千円） 

3年超4年以内 
（千円） 

4年超5年以内 
（千円） 

400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,485,672 315,760 1.04 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 6,013,500 6,694,664 1.57 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 20,736,036 29,712,646 1.57  平成18年～26年 

その他の有利子負債     

割賦購入未払金 1,746,286 2,118,794 3.50 － 

割賦購入長期未払金 2,743,244 2,821,834 3.50  平成18年～22年 

計 39,724,740 41,663,699 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 6,727,500 5,225,000 4,875,000 4,437,500 

割賦購入長期未払

金 
1,685,806 677,213 337,128 121,687 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    4,528,872   9,938,127  

２．売掛金   728,297   －  

３．完成工事未収入金   1,039,564   －  

４. 未成工事支出金   23,782   －  

５．商品   87,324   －  

６．前払費用   524,197   205,209  

７．未収消費税   －   181,386  

８．繰延税金資産   47,776   225,137  

９．短期貸付金 ※１  115,738   19,200,145  

10．未収入金  ※１  1,488,681   910,571  

11．その他  ※１  231,786   120,968  

貸倒引当金   △7,491   △2,256  

流動資産合計   8,808,532 18.9  30,779,291 50.1 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  5,601,990   538,509   

減価償却累計額  1,298,288 4,303,702  45,229 493,279  

２．構築物  67,349   13,258   

減価償却累計額  18,576 48,772  5,660 7,597  

３．器具及び備品  499,378   194,485   

減価償却累計額  302,822 196,556  128,161 66,324  

４．土地   63,446   63,446  

５．建設仮勘定   44,921   －  

有形固定資産合計   4,657,399 10.0  630,648 1.0 

(2）無形固定資産        

１. 営業権   32,130   －  

２．ソフトウェア   144,390   167,898  

３．電話加入権   14,030   1,913  

４．その他   348   －  

無形固定資産合計   190,900 0.4  169,811 0.3 

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   425,935   749,465  

２．関係会社株式   26,842,768   27,199,205  

３．関係会社長期貸付金   2,232,000   －  

４．長期前払費用   369,099   743,150  

５．繰延税金資産   359,395   109,051  

６．敷金・保証金   3,022,857   1,031,120  

７．その他   9,814   23,813  

貸倒引当金   △228,000   －  

投資その他の資産合計   33,033,870 70.7  29,855,808 48.6 

固定資産合計   37,882,170 81.1  30,656,268 49.9 

資産合計   46,690,702 100.0  61,435,559 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※１  955,178   －  

２．工事未払金   665,949   －  

３．短期借入金   100,000   100,000  

４．一年以内返済予定長期
借入金 

  3,219,000   6,271,500  

５．一年以内償還予定社債   －   400,000  

６．未払金 ※１  1,320,520   491,061  

７．未払費用   38,243   81,488  

８．未払法人税等   178,562   287,791  

９．未払消費税等   4,892   －  

10．前受収益 ※１  18,080   78,970  

11．預り金   177,996   24,515  

12．賞与引当金   33,125   2,896  

13．その他  ※１  165,658   387,463  

流動負債合計   6,877,206 14.7  8,125,687 13.2 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   －   1,600,000  

２．長期借入金   17,461,500   29,275,000  

３．預り保証金  ※１  706,790   108,221  

４．その他   40,723   －  

固定負債合計   18,209,014 39.0  30,983,221 50.4 

負債合計   25,086,221 53.7  39,108,909 63.6 

        
 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  8,759,926 18.8  8,970,521 14.6 

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金  8,994,983   9,064,413   

資本剰余金合計   8,994,983 19.3  9,064,413 14.7 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  7,896   7,896   

(2）当期未処分利益  3,993,945   4,256,285   

利益剰余金合計   4,001,842 8.6  4,264,181 7.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  16,237 0.0  196,041 0.3 

Ⅴ 自己株式 ※４  △168,508 △0.4  △168,508 △0.2 

資本合計   21,604,481 46.3  22,326,650 36.4 

負債・資本合計   46,690,702 100.0  61,435,559 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．直営店売上高  19,707,376   6,961,313   

２．フランチャイズ収入  4,265,862   1,401,282   

３．ＦＣ店舗工事関係収入  3,183,055   508,740   

４．ＦＣ店舗物流関係収入  3,324,455   －   

５．経営指導料収入  －   1,140,300   

６．その他の営業収入 ※２ 1,497,110 31,977,860 100.0 845,142 10,856,779 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．直営店売上原価        

(1）期首商品棚卸高  80,063   87,131   

(2）当期商品仕入高  6,276,813   2,239,511   

合計  6,356,876   2,326,642   

(3）期末商品棚卸高  87,131   －   

直営店売上原価  6,269,745   2,326,642   

２．フランチャイズ収入原
価 

 2,025,010   652,356   

３．ＦＣ店舗工事関係収入原
価 

 2,656,715   444,758   

４．ＦＣ店舗物流関係収入原
価 

 3,125,311   －   

５．その他の営業収入原価 ※３ 121,160 14,197,943 44.4 50,422 3,474,179 32.0 

売上総利益   17,779,916 55.6  7,382,600 68.0 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  161,904   54,936   

２．役員報酬  175,364   145,939   

３．給料手当  5,865,273   2,164,022   

４．賞与  273,430   149,150   

５．賞与引当金繰入額  33,125   2,896   

６．法定福利費  394,079   175,103   

７．福利厚生費  31,056   7,667   

８．支払手数料  1,092,202   789,454   

９．地代家賃  2,335,951   904,498   

10．減価償却費  825,179   350,714   

11．リース料  940,693   385,817   

12．水道光熱費  943,289   369,280   

13．消耗品費  661,284   269,073   

14．衛生費  413,907   148,432   

15．その他  1,520,999 15,667,740 49.0 1,220,823 7,137,809 65.7 

営業利益   2,112,176 6.6  244,790 2.3 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※１ 34,758   268,911   

２．有価証券利息  6,457   6,298   

３．受取配当金 ※１ 1,314   379,064   

４．賃貸不動産収入  206,351   81,646   

５．失効ポイント収益  45,434   5,869   

６．受取手数料  68,887   30,103   

７．その他  88,562 451,766 1.4 76,064 847,958 7.8 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  210,588   551,567   

２．社債利息  －   4,487   

３．新株発行費  49,794   －   

４．為替差損  16,812   －   

５．賃貸不動産家賃  250,612   90,510   

６．その他  35,228 563,035 1.8 58,540 705,106 6.5 

経常利益   2,000,906 6.3  387,642 3.6 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 667   －   

２．受取補償金   －   168,360   

３．貸倒引当金戻入益   19,581   224,995   

４. その他  24,696 44,945 0.1 － 393,356 3.6 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※５ 743,578   2,133   

２．固定資産売却損 ※６ 72,692   22,062   

３．加盟契約解除損  214,056   15,000   

４．リース解約損  302,710   －   

５．その他  369,781 1,702,819 5.3 － 39,195 0.3 

税引前当期純利益   343,032 1.1  741,803 6.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 203,906   417,449   

法人税等調整額  37,551 241,458 0.8 △244,070 173,379 1.6 

当期純利益   101,573 0.3  568,424 5.2 

前期繰越利益   4,021,705   3,841,026  

中間配当額   129,333   153,166  

当期未処分利益   3,993,945   4,256,285  

        



ＦＣ店舗工事関係収入原価明細書 

 （注） 原価計算方法は、個別原価計算によっております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費   314,328 11.8  43,836 9.9 

Ⅱ 外注費   2,342,387 88.2  400,921 90.1 

ＦＣ店舗工事関係収入原価   2,656,715 100.0  444,758 100.0 

        



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年３月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年３月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,993,945  4,256,285 

Ⅱ 利益処分額      

配当金  152,918 152,918 154,543 154,543 

Ⅲ 次期繰越利益   3,841,026  4,101,742 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (3）デリバティブ 

原則として時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

最終仕入原価法 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 10～50年

建物附属設備 ３～15年

構築物 ３～40年

器具及び備品 ２～15年

 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。  

  

―――――― 

    

     ―――――― 

(2）社債発行費 

  支出時に全額費用として処理しており 

 ます。   

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）閉店損失引当金 

 当社は、店舗閉店に伴い発生する損

失に備え、合理的に見込まれる不動産

賃借中途解約金、原状回復費等の閉店

関連損失見込額を計上しております。 

  

     ―――――― 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワップ取引につ

いて、特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社規定に基づき、借入金にかかる

金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本等とヘッジ対象の元

本が一致しており、金利スワップの特

例処理の要件に該当すると判定される

ため、当該判定をもって有効性の判定

に代えております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



表示方法の変更 

追加情報 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

イ）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

  

イ）消費税等の会計処理方法 

同左 

  

     

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（損益計算書）  

１．「失効ポイント収益」は、前事業年度まで、営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

事業年度において重要性が増したため、区分掲記しま

した。 

 なお、前事業年度末の「失効ポイント収益」は7,933

千円であります。 

２．「リース解約損」は、前事業年度まで、特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において重要性が増したため、区分掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「リース解約損」は32,724千

円であります。 

          ――――――― 

  

  

  

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

          ――――――― （経営成績の変動について） 

 当社は、平成17年５月２日に持株会社体制へ移行し

ております。 このため、当事業年度の経営成績は前

事業年度と比較して、大きく変動しております。 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、販売費及び一般管理

費が71,205千円増加しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のものがあります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のものがあります。 

短期貸付金 

買掛金 

  

  

  

  

114,327

492,807

 

 

 

 

千円 

千円 

  

  

  

  

未収入金 

短期貸付金 

その他流動資産 

未払金 

前受収益 

預り保証金 

その他流動負債 

618,470

19,200,000

115,683

364,910

9,300

15,702

634

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 334,016株 

発行済株式総数 普通株式 122,729株 

授権株式数   普通株式 334,016株 

発行済株式総数 普通株式 124,029株 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行3行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。 

 この契約に基づく当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,500,000千円 

当座貸越極度額 2,300,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,300,000千円 

※４ 自己株式  ※４ 自己株式  

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式394株で

あります。  

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式394株で

あります。  

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

債務保証 (1)債務保証 

 次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。 

 次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。 

㈱アートフードインターナシ
ョナル 

418,900千円 

レッドロブスタージャパン㈱ 29,608千円 

㈱レインズフードレーベル 50,000千円 

㈱エーエム・ピーエム・ジャ
パン 

467,775千円 

㈱レインズインターナショナ
ル 

334,849千円 

㈱フードレーベル 50,000千円 

㈱エーエム・ピーエム・ジャ
パン 

365,715千円 

㈱テンポリノベーション 382,229千円 

  (2)重畳的債務引受による連帯債務保証 

  平成17年５月２日付の会社分割により、㈱アー

トフードインターナショナル（平成17年５月２

日、㈱レインズインターナショナルに商号変更）

が承継した債務につき、重畳的債務引受を行って

おります。 

 ㈱レインズインターナショナ 2,822,671 千円 

  ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は16,237

千円であります。 

  ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は196,041

千円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ※１        ―――――― ※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

 受取利息 256,684千円 

受取配当金 377,470千円 

※２ その他の営業収入の内訳は以下のとおりでありま

す。 

※２ その他の営業収入の内訳は以下のとおりでありま

す。 

受取販売手数料 1,298,285千円 

店舗運営売上 111,872 

その他 86,952 

合計 1,497,110千円 

受取販売手数料 26,158千円 

業務代行収入 631,946 

店舗運営売上 59,474 

その他 127,564 

合計 845,142千円 

※３ その他の営業収入原価の内訳は以下のとおりであ

ります。 

※３ その他の営業収入原価の内訳は以下のとおりであ

ります。 

店舗運営原価 89,821千円 

その他 31,338 

合計 121,160千円 

店舗運営原価 48,874千円 

その他 1,548 

合計 50,422千円 

 ※４ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

器具及び備品 667千円 

合計 667千円 

 ※４        ―――――― 

※５ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 537,384千円 

器具及び備品 21,028 

解体費用 182,218 

その他 2,945 

合計 743,578千円 

解体費用 2,133千円 

合計 2,133千円 

※６ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 72,622千円 

器具及び備品 69 

合計 72,692千円 

※６ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 22,062千円 

合計 22,062千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

※ 前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）及び当事業年度（自 平成17年１月１日 至 

平成17年12月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．借主側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額  
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物 163 20 142 

器具及び
備品 

3,863,088 1,705,003 2,158,085 

その他 100,031 57,625 42,406 

合計 3,963,283 1,762,649 2,200,634 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額  
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具及び
備品 

203,381 29,041 174,339 

その他 21,687 14,909 6,777 

合計 225,068 43,951 181,116 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 772,437千円 

１年超 1,494,579千円 

合計 2,267,016千円 

１年内 680,251千円 

１年超 8,299,145千円 

合計 8,979,396千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 863,202千円 

減価償却費相当額 811,977千円 

支払利息相当額 55,862千円 

支払リース料 355,612千円 

減価償却費相当額 338,269千円 

支払利息相当額 16,882千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

――――――― 

２．貸主側 

未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 634,613千円 

１年超 8,162,937千円 

合計 8,797,551千円 

  （注） 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額であります。 

  なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条

件で第三者にリースしており、ほぼ同額の残高が

上記借主側の未経過リース料期末残高相当額に含

まれております。 



（税効果会計関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産   

未払事業税否認額 12,050千円 

未払事業所税否認額 7,917 

その他 27,809 

繰延税金資産合計 47,776千円 

繰延税金資産   

未払事業税否認額 37,711千円 

未払事業所税否認額 4,070 

前受収益加算 181,115 

その他 2,241 

繰延税金資産合計 225,137千円 

 (2）固定の部 (2）固定の部 

 繰延税金資産   

前受収益加算 3,229千円 

預り金否認額 55,041  

投資有価証券評価損 

否認 
83,519 

関係会社株式評価損 

否認 
119,569 

その他 109,194 

繰延税金資産合計 370,552千円 

繰延税金負債   

有価証券評価差額 11,157 

繰延税金負債合計 11,157 

繰延税金資産の純額 359,395千円 

繰延税金資産   

投資有価証券評価損 

否認 
83,581千円 

関係会社株式評価損 

否認 
129,368 

その他 30,486 

繰延税金資産合計 243,435 

有価証券評価差額 134,384 

繰延税金負債合計 134,384 

繰延税金資産の純額 109,051千円 

２．法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因

となった主な項目別の内

訳 

法定実効税率 42.1 ％ 

（調整）   

   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

8.8 

住民税均等割等 19.9 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の 
法人税等負担率 

70.4 ％ 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）   

   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

6.6 

受取配当金等益金に算
入されない項目 

△8.4 

住民税均等割等 2.1 

法人税額の特別控除等 △11.3 

会社分割による影響 △4.1 

その他 △2.2 

税効果会計適用後の 
法人税等負担率 

23.4 ％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

 当社は平成16年２月20日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  176,600円98銭

１株当たり当期純利益      910円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      888円02銭

１株当たり純資産額     111,482円60銭

１株当たり当期純利益   19,526円56銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
  19,470円08銭

  

  

１株当たり純資産額 180,585円19銭

１株当たり当期純利益 4,633円75銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 4,527円89銭

 
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 101,573 568,424 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 101,573 568,424 

期中平均株式数（株） 111,579 122,670 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

普通株式増加数（株） 77 2,867 

（うち新株予約権） (77) (2,867) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成16年3月26日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

普通株式    2,214株 

平成16年3月26日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権方式) 

普通株式      2,131株 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．平成17年３月29日開催の定時株主総会において、平

成17年５月２日を期して、当社グループ内各社への権

限の委譲による意思決定のスピードアップ、及びグル

ープ全体の経営について、統一的かつ戦略的な意思決

定を行うため、外食事業その他全ての営業を分割し、

当社の100％子会社である株式会社アートフードインタ

ーナショナル(分割後「株式会社レインズインターナシ

ョナル」に商号変更予定)に承継するとともに、当社は

平成17年５月２日を期して、商号を「株式会社レック

ス・ホールディングス」に変更し、持株会社体制に移

行することを決議いたしました。 

 また、会社分割と同時にレッドロブスタージャパン

株式会社(当社の100％子会社)の株式会社アートフード

インターナショナルへの吸収合併も実行し、グループ

内の外食事業の統合化を図ることにいたしました。 

  

商号 

株式会社レックス・ホールディングス 

(株式会社レインズインターナショナルよ

り商号変更) 

事業内容 
株式又は持分の保有によるグループ全体

の事業活動の支配・管理 

設立年月日 昭和62年６月27日 

所在地 

東京都港区六本木一丁目８番７号(平成17年５月

２日に東京都港区六本木六丁目10番１号より移転

予定) 

資本金 8,759百万円 

総資産 33,906百万円 

決算期 12月 

分割期日 平成17年５月２日 

分割方式 

当社を分割会社とし、株式会社アートフ

ードインターナショナルを承継会社とす

る分社型吸収分割であります。 

 １．平成17年11月18日開催の取締役会において、平成18 

   年2月20日付をもって、投資単位の引下げと流通株式 

    の増加により、投資しやすい環境の整備と当社株式の

     流通活性化および株主数の増加を図るため、株式を分

     割することを決議し、実行いたしました。 

   (1) 平成18年2月20日付をもって普通株式１株を２ 

          株に分割する                

      ① 分割により増加する株式数 

           普通株式とし平成17年12月31日[ただし、当日 

           は名義書換代理人の休業日につき、実質上は 

           平成17年12月30日]最終の発行済株式数に１を 

           乗じた株式数とする。 

        ② 分割の方法 

           平成17年12月31日[ただし、当日は名義書換代 

           理人の休業日につき、実質上は平成17年12月30

           日]最終の株主名簿および実質株主名簿に記載 

           された株主の所有普通株式１株につき２株の分

           割をもって分割する。 

      (2) 配当起算日 

          平成18年１月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当期における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

88,300円49銭 90,292円59銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

455円16銭 2,316円87銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

444円01銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

2,263円94銭

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

２．平成16年12月24日開催の取締役会において、当社の

子会社である株式会社コスト・イズの長期為替予約締

結にあたり信用補完のため、当社が連帯保証を差入れ

ることを決議し、平成17年１月13日に実行致しまし

た。 

保証金額 2,000百万円 

差入先 株式会社みずほ銀行 

対象取引 長期為替予約(対通貨：US＄) 

対象取引期間 
平成17年１月13日から 

平成19年11月21日 

対象取引金額 US＄3,000千×35回(毎月決済) 

２．平成17年12月13日開催の取締役会において、平成18

年2月21日を期して、首都圏と関西を中心に高級スーパ

ーマーケット事業を展開する株式会社成城石井を、株

式交換により完全子会社化することを決定し、実行い

たしました。 

 同社は2004年10月に創業者一族からの株式譲渡によ

り、当社が経営権を取得し連結子会社化したものであ

ります。 

 現在当社グループでは、外食事業に続き小売事業に

おいてもコンビニエンス・ストア（CVS）多業態戦略を

基軸とした中長期の成長戦略を描いており、従来の高

級スーパーマーケット事業に加え同社のブランド力を

活かした高級コンビニエンス・ストアとして成城マー

ケットを展開する予定であります。 

 そのような背景から、同社は今後のグループ成長戦

略において極めて重要な位置づけとなり、グループ経

営の機動性、親和性などを高めることが、中期経営計

画の実現に大きく寄与するものと判断いたしました。 

 （１）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 

平成17年12月13日 株式交換契約書の承認取締役会 

平成17年12月13日 株式交換契約書の締結 

平成18年２月21日 株式交換日・株券交付日 

(注) 株式会社レックス・ホールディングスは簡易株式

交換のため、株式交換契約書の承認株主総会は行

いません。  

②株式交換比率 

1.株式の割当比率 

  株式会社レックス・ホールディングス 

            （完全親会社）  1 

 株式会社成城石井    (完全子会社) 0.0056   

  株式会社成城石井株式１株につき、株式会社レッ

クス・ホールディングス株式0.0056株を割当交付し

ます。ただし、株式会社レックス・ホールディング

スが保有する株式会社成城石井の普通株式3,892,259

株については、割当交付を行いません。なお、交換

比率は平成18年2月20日に実行した株式会社レック

ス・ホールディングスの株式分割の効力発生後の発

行済株式総数を前提としたものです。    

2.株式の交換比率の算定根拠 

  株式会社レックス・ホールディングスは日興コー

ディアル証券株式会社に、株式会社成城石井は朝日

ビジネスソリューション株式会社に、それぞれ株式

交換比率の算定を依頼し、その算定結果を参考とし

て両社間で協議し、決定しました。 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 3.第三者機関による算定結果算定方法及び算定根拠 

  日興コーディアル証券株式会社は株式会社レック

ス・ホールディングスについて、市場株価方式によ

る分析を行い、株式会社成城石井について、DCF方式

及び修正簿価純資産方式による分析を行い、その結

果を総合的に勘案して株式会社レックス・ホールデ

ィングス及び株式会社成城石井の株式交換比率を算

定いたしました。 

4.株式交換により割当交付する株式数  

  株式会社レックス・ホールディングスは株式交換

に際し、普通株式9,282.77株を発行し、株式会社レ

ックス・ホールディングスを除く株式会社成城石井

の株主に割当てます。   

5.交付株式に対する配当起算日 

平成18年１月１日 

③株式交換交付金 

 該当事項はありません。  

（2）株式交換の当事会社の概要   

 ① 商号 

株式会社 成城石井 

 ② 事業内容 

 食料品専門スーパーマーケット、輸入、卸販売、

スーパーマーケット事業ソフトの販売・指導 

 ③ 規模（平成17年12月期） 

 売上高   35,493百万円 

経常利益   1,140百万円 

総資産   16,277百万円 

純資産   10,620百万円 

資本金      340百万円 

 



前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

３．平成17年3月29日開催の定時株主総会において、当社

ならびに当社子会社の取締役および従業員の当社に対

する経営参画意識を喚起し、業績向上に対する貢献意

欲や士気をより一層高めることを目的として、商法第

280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下の

要領により、ストックオプションとして新株予約権を

発行することを決議いたしました。 

 なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提

出会社の状況 １．株式の状況(7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

(1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社ならびに当社子会社の取締役及び従業員 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 普通株式2,000株を上限とする。 

(3）新株予約権の総数 

 2,000個を上限とする（新株予約権１個当たりの目

的たる株式数は１株とする）。 

(4）新株予約権の発行価格 

 無償とする。 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く）における日本証券業協会

が公表する当社普通株式の最終価格（以下、「最終

価格」という）の平均値に1.05を乗じて得た金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該金

額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価

格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）

を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格を

払込金額とする。 

(6）新株予約権の権利行使期間 

 平成19年6月1日から平成23年5月31日までとする。 

４．平成17年３月17日開催の取締役会において、株式会

社エーエム・ピーエム・ジャパンの借入金について、

当社が新規に借入を実行し株式会社エーエム・ピーエ

ム・ジャパンへ転貸することにより、資金繰りの安定

化及び資金調達コストの削減を見込めるため、シンジ

ケートローンにより100億円の資金の借入を行うことを

決議いたしました。 

借入期間 平成17年３月31日より 

平成23年３月31日 

借入金額 100億円 

金利 日本円６ヶ月TIBOR+1.0% 

返済方法 １年据置後６ヶ月毎元金均等返済 

アレンジャー 株式会社三井住友銀行 

エージェント 株式会社三井住友銀行 

３．平成18年3月29日開催の定時株主総会において、当社

ならびに当社子会社の取締役および従業員の当社に対

する経営参画意識を喚起し、業績向上に対する貢献意

欲や士気をより一層高めることを目的として、商法第

280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、以下の

要領により、ストックオプションとして新株予約権を

発行することを決議いたしました。 

 なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提

出会社の状況 １．株式の状況(7）ストックオプショ

ン制度の内容」に記載しております。 

(1）新株予約権の割当を受ける者 

 当社および当社子会社の取締役、監査役、顧問お 

 よび従業員 

(2）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 普通株式5,000株を上限とする。 

(3）新株予約権の総数 

 5,000個を上限とする（新株予約権１個当たりの目

的たる株式数は１株とする）。 

(4）新株予約権の発行価格 

 無償とする。 

(5）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

 新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証

券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以

下、「最終価格」という）の平均値に1.05を乗じて

得た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、当該金額が新株予約権発行の日の最終価格（当

日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の

最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の

最終価格を払込金額とする。 

(6）新株予約権の権利行使期間 

 平成20年6月1日から平成30年5月31日までとする。 

  

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

（注）株式会社ベンチャーリンク・コミュニケーションズは、平成17年２月21日付けで商号を変更し、ユニバーサルソ

   リューションシステムズ株式会社となりました。 

【債券】 

銘  柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他  

有価証券 

ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 760 362,520 

㈱プライム・リンク 1,350 87,075 

㈱みずほフィナンシャルグループ 50 50,000 

㈱フジオフードシステム 60 32,520 

㈱エフビー 100 5,000 

エグザクト㈱ 10 5,000 

㈱ふらんす亭 6 300 

㈱シーズンズインターナショナル 5 250 

㈱エフアンドエフフードサービス 100 0 

計 2,441 542,665 

銘  柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他  

有価証券 
Rosetta Limited Sanwa B/K 200,000 206,800 

計 200,000 206,800 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増減額のうち主なものは次のとおりです。 

建    物  本社移転による内装設備等の増加                   436,314千円 

        新規店舗開設による内装設備等の増加                 376,997千円 

        持株会社制移行による内装設備等の減少               5,929,928千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 5,601,990 881,634 5,945,115 538,509 45,229 223,005 493,279 

構築物 67,349 3,553 57,644 13,258 5,660 4,070 7,597 

器具及び備品 499,378 77,147 382,040 194,485 128,161 49,567 66,324 

土地 63,446 － － 63,446 － － 63,446 

建設仮勘定 44,921 17,653 62,575 － － － － 

有形固定資産計 6,277,087 979,988 6,447,375 809,700 179,051 276,643 630,648 

無形固定資産        

営業権 37,800 5,000 42,800 － － 2,853 － 

ソフトウェア 207,814 97,219 36,369 268,664 100,765 48,566 167,898 

電話加入権 14,030 328 12,445 1,913 － － 1,913 

その他 504 － 504 － － 11 － 

無形固定資産計 260,148 102,547 92,118 270,577 100,765 51,431 169,811 

長期前払費用 1,006,164 658,666 213,991 1,450,838 707,687 2,821 743,150 



【資本金等明細表】 

 （注）資本金及び資本準備金の当期増加額は、新株引受権及び新株予約権の行使による新株発行であります。 

【引当金明細表】 

 （注）1.貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、平成17年5月2日の会社分割に伴う減少額であります。 

    2.賞与引当金の「当期減少額(その他)」は、平成17年5月2日の会社分割に伴う減少額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 8,759,926 210,594 － 8,970,521 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (122,729) (1,300) (－) (124,029) 

普通株式（注） （千円） 8,759,926 210,594 － 8,970,521 

計 （株） (122,729) (1,300) (－) (124,029) 

計 （千円） 8,759,926 210,594 － 8,970,521 

資本準備金及び

その他資本剰余

金 

資本準備金      

株式払込剰余金（注） （千円） 8,994,983 69,430 － 9,064,413 

計 （千円） 8,994,983 69,430 － 9,064,413 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （千円） 7,896 － － 7,896 

計 （千円） 7,896 － － 7,896 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 235,491 2,256 － 235,491 2,256 

賞与引当金 33,125 159,698 35,149 154,777 2,896 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

   ③ 関係会社株式 

区分 金額（千円） 

現金 8 

預金の種類  

普通預金 9,832,409 

定期預金 100,057 

別段預金 5,651 

小計 9,938,119 

合計 9,938,127 

   ② 短期貸付金  

品名 金額（千円） 

㈱レインズインターナショナル 9,000,000 

㈱エーエム・ピーエム・ジャパン 8,000,000 

㈱コスト・イズ 1,900,000 

㈱テンポリノベーション 300,000 

その他 145 

合計 19,200,145 

品名 金額（千円） 

㈱エーエム・ピーエム・ジャパン 17,389,792 

㈱成城石井 6,948,553 

㈱レインズインターナショナル 2,176,156 

㈱テンポリノベーション 500,000 

㈱コスト・イズ 79,304 

㈱フードレーベル 69,400 

㈱白金エージェンツ 36,000 

合計 27,199,205 



④ 敷金・保証金 

⑤ 一年以内返済予定長期借入金 

（注）㈱東京三菱銀行は、平成18年１月１日付けで㈱ＵＦＪ銀行と合併し、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

 ⑥ 社債                  2,000,000千円 

内訳は1 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

  

 ⑦ 長期借入金 

（注）㈱東京三菱銀行は、平成18年１月１日付けで㈱ＵＦＪ銀行と合併し、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

(3）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

区分 金額（千円） 

事務所関係敷金・保証金 938,602 

その他 92,518 

合計 1,031,120 

相手先 金額（千円） 

㈱三井住友銀行 3,260,000 

㈱みずほ銀行 1,475,000 

中央三井信託銀行㈱ 542,500 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 350,000 

㈱りそな銀行 200,000 

㈱千葉銀行 174,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 120,000 

住友信託銀行㈱ 100,000 

㈱群馬銀行 50,000 

合計 6,271,500 

相手先 金額（千円） 

㈱三井住友銀行 12,310,000 

㈱みずほ銀行 7,292,500 

中央三井信託銀行㈱ 4,257,500 

 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,080,000 

 住友信託銀行㈱ 900,000 

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 855,000 

 ㈱りそな銀行 750,000 

 ㈱群馬銀行 450,000 

 ㈱千葉銀行 380,000 

合計 29,275,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 該当なし 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

①毎年６月30日及び12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載

された１株以上所有の株主に、次の基準により株式会社レインズイ

ンターナショナル、株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン、株式

会社成城石井が展開する全店舗で使用可能な株主優待券を半期ごと

に贈呈いたします。 

１株所有の株主   5,000円相当（500円券10枚）の株主優待券 

２株以上所有の株主 10,000円相当（500円券20枚）の株主優待券 

②毎年６月30日並びに12月31日現在の株主名簿又は実質株主名簿に記

載された１株以上所有の株主に、抽選で株式会社レインズインター

ナショナルが展開する海外店舗、又は株式会社成城石井が契約して

いる海外ワイナリーのいずれかに、半期ごとに３組６名様（年間６

組12名様）をご招待させていただきます。 

③毎年６月30日現在の株主名簿又は実質株主名簿及び毎年12月31日現

在の株主名簿又は実質株主名簿に連続して合計４回以上株主として

記載又は記録されている株主に、半期ごとにその希望に応じ次のい

ずれかを贈呈いたします。 

Ａ．①のレックス・グループ全店舗で使用可能な株主優待券(3,000

円相当) 

Ｂ．カタログギフト(3,000円相当) 

Ｃ．成城石井ワインセット(3,000円相当) 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

(1）自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成16年12月１日 至 平成16年12月31日）平成17年1月14日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

平成17年２月17日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号(会社分割)の規定に基

づく臨時報告書であります。   

(3）臨時報告書の訂正報告書 

平成17年２月18日関東財務局長に提出 

平成17年２月17日に提出した臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

(4）臨時報告書 

平成17年２月18日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表者の異動)の規定

に基づく臨時報告書であります。 

(5）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第19期)(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月30日 関東財務局長に提出 

(6）自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日）平成17年４月18日 関東財務局長に提出 

(7）臨時報告書 

平成17年９月９日 関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株予約権の発

行)の規定に基づく臨時報告書であります。  

(8）半期報告書 

(第19期中)(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月29日 関東財務局長に提出 

(9）臨時報告書 

平成17年12月15日 関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２(株式交換)に基づ

く臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年３月29日

株式会社レインズインターナショナル    

 取 締 役 会   御中  

 優成監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 加藤 善孝  印 

 関与社員  公認会計士 宮崎 哲   印 

 関与社員  公認会計士 本間 洋一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社レインズインターナショナルの平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社レインズインターナショナル及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

 「重要な後発事象」１に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２９日開催の定時株主総会において、平成１７

年５月２日に会社分割により持株会社を設立することを決議した。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年３月29日

株式会社レックス・ホールディングス    

 取 締 役 会   御中  

 優成監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 加藤 善孝  印 

 業務執行社員  公認会計士 宮崎 哲   印 

 業務執行社員  公認会計士 本間 洋一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社レックス・ホールディングスの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社レックス・ホールディングス及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

 追記情報 

１．「重要な後発事象」１に記載の通り、会社は平成１８年２月２０日付をもって株式分割を実施している。  

２．「重要な後発事象」２に記載の通り、会社は平成１７年１２月１３日開催の取締役会において、株式会社成城

石井を株式交換により完全子会社化することを決議し、平成１８年２月２１日に実行している。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年３月29日

株式会社レインズインターナショナル    

 取 締 役 会   御中  

 優成監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 加藤 善孝  印 

 関与社員  公認会計士 宮崎 哲   印 

 関与社員  公認会計士 本間 洋一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社レインズインターナショナルの平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第１８期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

レインズインターナショナルの平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「重要な後発事象」１に記載されているとおり、会社は平成１７年３月２９日開催の定時株主総会において、平成

１７年５月２日に会社分割により持株会社を設立することを決議した。 

２．「重要な後発事象」３に記載されているとおり、会社は平成１７年３月１１日開催の取締役会において、株式会社

エーエム・ピーエム・ジャパンに転貸することを目的として、100億円の資金の借入れを行うことを決議した。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年３月29日

株式会社レックス・ホールディングス    

 取 締 役 会   御中  

 優成監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 加藤 善孝  印 

 業務執行社員  公認会計士 宮崎 哲   印 

 業務執行社員  公認会計士 本間 洋一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社レックス・ホールディングスの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１９期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社レックス・ホールディングスの平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．「重要な後発事象」１に記載の通り、会社は平成１８年２月２０日付をもって株式分割を実施している。 

 ２．「重要な後発事象」２に記載の通り、会社は平成１７年１２月１３日開催の取締役会において、株式会社成城

石井を株式交換により完全子会社化することを決議し、平成１８年２月２１日に実行している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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